
平成３０年度 

自己点検評価 
（教育） 

 

 

 

 

  

令和元年１１月 

 

金沢大学人間社会学域  

 金沢大学大学院教育学研究科  

金沢大学大学院人間社会環境研究科 

金沢大学大学院教職実践研究科 
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令和元年１１月２２日 

 

 ここに，平成 30 年度金沢大学人間社会学域自己点検評価（教育）を報告します。 

 

 本報告は，国立大学法人金沢大学自己点検評価規定に定められた「部局における自己点

検評価指針」（平成 23 年 4 月 1 日施行）を受けたものです。本学における新たな自己点検

評価体制の構築に合わせ，人間社会学域・研究域も従来の「将来計画・評価委員会」を改

編して，平成 23 年度に評価委員会を設置し，自己点検評価に係る課題や実際の取り組みに

務めています。平成 23 年度以降，前年度分の点検評価を行い，その評価結果を学内外に公

表するという日程で毎年度の点検評価活動を実施しています。 

 

 学内外の皆様には，本報告を御高覧賜りますようお願い申し上げます。 
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教育に関する項目 
 

Ⅰ 人間社会学域の教育目的と特徴 

各学類における教育目的及び特徴 

学  類 教 育 目 的 特   徴 

人文学類 ・広範な人間の行動・思考・創造及びその蓄積と
しての思想・歴史・文化・言語等を深く理解した
総合的・学際的視野を持つ人材の養成 

・少人数による学生主体型の授
業科目が学修の中心 
・文献読解，実験，調査，フィー
ルドワーク等を通じた自発的な
課題の発見・解決方法の習得 

法学類 ・現代社会に対して幅広い関心を持ち，よりよい
社会実現のために法的思考により問題の解決策を
導き出し，自発的かつ意欲的に課題発見に挑み，
その探求と解決に必要な能力を備えた人材の養成 
・法律学，政治学に関する専門的な知識の習得 
・現代社会の規範とその適用及び公共的課題への
取組みに関する総合的な判断力の習得 

・学生の進路先に合わせた３コ
ース制を採用し，現実の社会に
潜む法的・政策的課題に対応で
きる能力を育成するためのカリ
キュラムの設定 
・少人数教育の導入による多様
な形態での討論 
 

経済学類 
 

・高度な情報処理能力，調査研究能力及び政策分
析・立案能力の習得 
・現代社会において各地域で発生している様々な
問題を経済理論と経済政策，経営学・情報科学及
び世界各地の経済と社会の比較考察という３つの
側面から捉え，複雑な問題に的確かつ迅速に対処
することができる専門的知識を持った人材の養成 

・少人数での演習，フィールドワ
ーク及びケース・スタディを重
視した実践的な教育の実施 
 

学校教育学
類 

・グローバルな視野に立って考えながら，ローカ
ルな個別，具体の問題解決に向けて行動する義務
教育段階の諸学校の教師を組織的かつ計画的に養
成 

・教科等に関する専門的な知識
や技能，それらを教授する能力，
子どもとコミュニケーションす
る能力，子どもの討議・討論及び
自主的・自活的活動を支援する
能力の習得 
・教師としての使命感，教育的愛
情，教育観，子ども観及び専門的
な諸能力の習得 

地域創造学
類 

・それぞれの地域が持つ自然的・文化的資源，伝
統，人材，資金，社会関係等を総合的に活用し，
自治を活かした地域固有のスタイルで住民の健康
や福祉，文化，スポーツ，産業及び環境を発展さ
せることができる人材の養成 
・質の高い地域生活を計画，設計及び政策立案し，
地域づくりのリーダーとして活動できる能力を持
つ人材の養成 

・総合性と専門性を習得できる
教育の実施 
・少人数の演習・調査実習・体験
実習の実施 
・問題解決のための実践的なス
キルを修得させる教育 
 

国際学類 ・グローバル化が進展する 21 世紀の社会の本質
を理解し，異文化を持つ他者とのしなやかな共生
を可能とする人材の養成 

・国際社会と日本社会に関する
基礎的な知識の修得 
・諸地域の実態を踏まえた国際
関係のマクロ的理解及び個々の
地域に関する実践的知識を修得
する教育の展開 
・仕事で使える英語と日本語教
育のための日本語を含む，各地
域の言語の高レベルな修得を目
指す教育の実施 

人間社会学域 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

 人文学類は 5 コース，15 専門分野（平成 28 年度入学者から 5 コース,14 主履修分野）から成

る。フィールド文化学コース・専門分野（平成 28 年度入学者から主履修分野）の新設を除けば，

基本的には文学部の組織編成を継承している。平成 20 年度の学類発足時に 50 人であった専任教

員数は平成 30 年度には 43 人となったが，準専任教員 15 人を加えた配置教員一人当たりの各年次

平均学生数は 2.70 人となっており，少人数教育体制は維持されている。 

【法学類】 

法学類は，公務員志望者向けの公共法政策コース，民間企業志望者向けの企業関係法コース，

大学院志望者向けの総合法学コースの 3 コースから編成されており，学生は自分の希望する進路

に合わせたコース選択が行えるようになっている。データ１にあるとおり，平成 30 年 5月時点に

おける教員一人当たりの学生数は 6.67 人であり，学内の人文・学校教育・地域創造・国際学類よ

りかなり高い数値である。大学設置基準では，社会科学系学部については文学，教育学系学部よ

り少ない専任教員数を定めているとはいえ，本学ほどの格差は想定されていない。本学の方針で

ある英語による授業の増加，初年次教育の充実等，本学特有の事情をも考慮すると，現在の教員

配置数は改善が必要である。 

【経済学類】 

経済学類は，エコノミクスコース，グローバル・マネジメントコースの 2 コースから編成され

ている。学生は自らの志望と適性に応じてコースを選択することができる。平成 30 年 5 月時点に

おける教員一人当たり学生数は 5.30 人であり，少人数教育体制は維持されている。 

【学校教育学類】 

他の国立大学法人に設置されている教員養成系学部と比較し，本学類は学生定員 100 人，専任

教員数 56 人と小規模ではあるものの，教員免許課程認定審査基準に基づき，コンパクトかつ機動

性のある組織編成となっている。実務家を中心とした多数の学内外の兼務教員や実地指導講師を

多く配置している。配置教員一人当たりの学生数は，学類全体で 1.71 人であり，きめ細かな教育

が可能となっている。 

【地域創造学類】 

専任教員 23 人（うち TT が 2 人），準専任教員 9 人，配置教員数合計 32 人の体制である。配置

教員数に占める専任教員の比率は 7 割以上で，少人数教育の演習や調査実習，体験実習は概ね専

任教員で実施している。配置教員一人当たりの学生数は 2.72 人であり，少人数体制は維持されて

いる。平成 30 年度からの学生定員増加や新コースの設置をふまえ，総合性と専門性を習得できる

教育の実施，問題解決のための実践的なスキルを修得させる教育など，本学類の教育の特徴を生

かすために，専任教員の増員や他学類教員の一層の支援など改善が求められる。 

【国際学類】 

5 コースからなる本学類の専任教員は 21 人である。準専任教員は 28 人で前年度より 2 人減少
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したものの，引き続き多くの準専任教員の協力を得ることで教員一人当たりの学生数は 1.82 とな

り，少人数教育体制は維持されている。学生の 2 年次のコース分属においても，学類発足以来全

員が第一希望のコースに所属している。ただ，依頼できる業務に制限のある外国人教員 5 人とテ

ニュア・トラック教員 2 人が含まれる本学類の専任教員の多忙化は深刻であり，教育の実施体制

維持のためにも改善が望まれる。 

 

○教員組織 

【データ１】＜配置教員数と学生数＞（平成 30 年 5 月現在） 

 専任教員 

Ａ 

準専任教員 

Ｂ 

配置教員数 

Ｃ（Ａ＋Ｂ） 
入学定員 

在籍者数 

Ｄ 

教員一人当た

りの学生数 

（D÷4÷C） 

人文 43 15 58 145 626 2.70 

法 26 1 27 170 720 6.67 

経済 25 8 33 135 700 5.30 

学校教育 56 6 62 100 425 1.71 

地域創造 23 9 32 80 348 2.72 

国際 21 28 49 70 357 1.82 

（合計） 194 67 261 750 3176 3.04 

 

 

観点 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

人文学類における教育内容・方法の改善に向けた取組として，公開授業を 4 科目について実施

した。授業後には授業参観者からの感想およびコメントを寄せてもらい，それらについて授業実

施者からの回答を付した上で学類構成員全員に還元して授業の改善に活用してもらった。また，

FD 研修会では，国際基幹教育院の講師によるアクティブ・ラーニングの概要説明の後，実際にア

クティブ・ラーニングを取り入れた授業を実践されている人文学類教員による実践報告をおこな

い，アクティブ・ラーニングの実践に向けて教員の理解を深めた。そのほか学生による授業評価

アンケートや卒業生アンケートの結果を学生指導や授業改善に活かすなど，教員が授業内容を自

己研鑽によって高めていく体制が維持されている。 

【法学類】 

法学類における教育内容・方法の改善に向けた取り組みとしては，FD 委員会による年 2回の授

業評価アンケートの実施，年 1回の FD 研修会の実施の他，法学類運営委員会によって卒業生アン

ケートが毎年実施されている。それぞれの結果は学類会議等で情報を共有し，教育内容・方法の

改善に役立てている。また平成 30 年度から授業英語化への取り組みを進めており，学類長を中心

とした教育体制等検討委員会で，令和元年度中に英語による科目を中心としたプログラムの設置

を目指して活動を続けている。 

【経済学類】 
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FD 委員会を中心にして，授業評価アンケート及び学習の効果に対する在学生・卒業生アンケー

トを実施している。また，FD 委員会が教員と学生の懇談会を開催し，学生の率直な意見を聴取し

ている。これらのアンケート結果及び懇談会で得られた意見は学類内で公表し，各教員がそれぞ

れの講義改善に役立てている。平成 30 年度は，経済学類図書室の在り方及び学域 GS 言語科目の

実施に関する FD 集会を 2回にわたり実施した。 

【学校教育学類】 

FD・カリキュラム委員会が主導し，研究授業や公開授業週間の実施，教員向け研修会等を開催

し，教育内容や方法の改善に努めている。平成 30 年度は，理科の FD 研究授業および整理会を行

ったほか，学域 GS 言語科目の概要と今後の課題について，および学修評価の基準についての FD

研修会を行った。  

【地域創造学類】 

学類内の各コースから選出された FD 委員によって構成される FD 委員会が，学類の教育内容と

教育方法の改善への取り組みに責任を持つ体制をとっている。平成 30 年度は，地域創造学の授業

録画を実施した。録画した授業の一部を文字起こしして担当教員にフィードバックさせ改善に取

り組んだ。 

【国際学類】 

平成 30 年度は FD 研修会を 3 回開催した。1 回目は学生のメンタル・ヘルス問題に関する意見

交換会を実施し，学生指導の充実を図った。2 回目は国際学類の学生生活全般につき学生の生の

声を聴取する国際学類ランチタイム懇談会であり，学生の授業や海外研修・留学等に対するニー

ズの把握に努めた。また 3 回目では，国際学類学生教育におけるアクティブ・ラーニングの深化

を図るべく，さまざまな形態の授業（大人数クラスを含む）における各教員の工夫やアイディア

を共有した。 

 

【データ２】＜FD の体制，内容・方法や実施状況＞ 

実施学類 実施日 実施内容 対象者 

人文 H30.5.10 「博物館実習 A」「心理学実験法」公開授業 教職員 

人文 H30.10.17 「英語学総論 A」公開授業 教職員 

人文 H31.1.21 「近代文学演習Ａ」公開授業 教職員 

人文 H31.1.23 
アクティブ・ラーニング・アドバイザー（ALA）の活用に

ついて，国際基幹教育院の講師が講演。 
教職員 

法 H31.3.5 
特に初年次科目を中心に科目担当者が参集し，各担当部

分の相互理解とそれらの有機的一体的運用を図った。 
教職員 

経済 H30.7.12 

今後の経済学類図書室の利用方法案に関するプレゼンテ

ーションと図書ワーキンググループで行われた議論の共

有及び意見交換。 

教職員 

経済 H30.11.15 
オンライン学習教材の紹介，学域 GS 言語の現状，これか

らについてについて，教員全体で討論。 
教職員 

学校教育 H30.9.13 
学域 GS 言語科目担当者による授業概要説明と課題等の

検討。 
教職員 
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学校教育 H31.1.10 
全学 AP 検討委員の西山教授による学生の学修評価の基

礎の講演と意見交換。 
教職員 

地域創造  
総じて，時間を確保できず，十分に実効的な FD 活動を

行うことができなった。 
 

国際 H30.7.24 学生のメンタル・ヘルス問題に関する意見交換 教職員 

国際 H30.12.18 
国際学類の学生生活全般につき学生の生の声を聴取する

国際学類ランチタイム懇談会開催。 
教職員 

国際 H31.2.12 
国際学類学生教育におけるアクティブ・ラーニングの深

化 
教職員 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 

（水準）期待される水準にある。  

（判断理由）教員数の削減が続く中にあっても，準専任教員の協力を得るなどして少人数教育体

制を維持し，伝統的に培われてきた学生と教員との相互のコミュニケーションに基づく学びの体

制が維持されている。全学的なアクティブ・ラーニング実施への動きに対応して，FD 研修会や公

開授業による自己研鑽を積む活動を続けるとともに，「AL パイロット授業」実施と「授業カタロ

グ」の作成・共有を継続し，さらなる教育への工夫と知恵の蓄積に取り組んでいる。FD 研修会で

は多くの教員の参加を得て活発な議論が展開された。公開授業は毎回の参加者は多くはなかった

が，参観者のコメントと授業担当者の回答を後日にメールで送付することで教員全員がその成果

を共有することができた。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）教育内容の改善の取り組みについては，法務研究科とも連携・協力しながら，法曹

養成プログラム（法曹コース）の設置に向けて，さまざまな検討を行った（平成 30 年度は連携

会議を 8回開催）。平成 28 年度から実施しているエジンバラ大学法律英語研修は年々参加者が増

加していることに加えて，事前研修の内容も充実しており，平成 30 年度実施分についてはこれ

までで最も学生のレベルが高いという評価を得ている。学域 GS 言語科目について，外部試験に

より単位認定を受ける学生も増加しており，英語を抵抗なく使いこなせる学生が徐々に増えてい

ると言える。初学者ゼミ等でのアクティブラーニングの実施についても，担当教員間で情報を共

有しつつ引き続き実施した。 

【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）教員数の削減が続いているが，専任教員の努力と準専任教員の協力によって学類の

教育目標を達成する体制は整っている。アンケート結果等のフィードバック及び教育内容に関す

る FD 研修における意見交換を通して，各教員は教育方法の改善・工夫に継続的に取り組んでい

る。特に平成 30 年度は，学域 GS 言語科目の授業内容の変更について，意見交換を行うことがで

きた。 

【学校教育学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）教員免許課程認定審査基準に基づいた適切な組織編成をしている。FD・カリキュラ
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ム委員会を中心とした積極的な FD 活動により，教育内容，教育方法の改善に向け学類教員に対す

る最新の情報提供と，よりよい教育実践を行うための FD 研修等を実施している。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）平成 30 年度は新コース設置に合わせて大幅改定したカリキュラムの実施初年度に

あたり，その変更点とさらなる修正を学類会議や将来計画委員会で継続的に議論し，実質的な

FD 研修に相当したこともあり，単独の FD 研修会は開催しなかったが，学類構成員の意識の高ま

りは果たせた。卒業生アンケートでは「地域を創造する力」の修得などで高い評価を得ており，

教育の成果が表れているといえる。授業においてはアクティブ・ラーニングの拡充やアクティ

ブ・ラーニング・アドバイザーを導入した授業の増加など，各教員による教育実践の工夫も積極

的に行われている。 

【国際学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）専任教員の数は少ないものの，多くの準専任教員の協力を得て，学類が目指す幅広

い教育内容への対応や少人数教育の実施を維持するとともに，平成 28 年度から他学類に先駆け

て英語による授業の履修のみで卒業可能な英語プログラムを開設しているが，平成 30 年度には

このプログラムに新たに 15 名の 2年生が参加した。教育内容，教育方法の改善については，前

年度に続いてアクティブ・ラーニング，学生のメンタルヘルス，学生のニーズの把握をテーマに

3回の FD 研修会を開催し，カリキュラムの実質化と授業方法や学生指導の改善の意識を高める

ことができた。 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

人文学類では講義科目に加え，演習など少人数による学生主体の授業科目が学修のひとつの中

心となっているため，履修上限を 192 単位（1学期 24 単位,1 クォーター12 単位）と厳しく設定し

ている。1 年次においては，共通教育科目に加えて専門基礎科目を履修し人文学全般について広

く学び，2 年次以降は，主として配属された専門分野（主履修分野,特別プログラム）の必修ある

いは選択必修科目や副専攻プログラム科目群，さらに自由選択科目を履修して幅広い専門的知識

を修得し，4 年次には全専門分野において必修の卒業研究へと展開していく教育課程を編成して

いる。 

【法学類】 

1 年次から共通教育科目と専門科目を提供し，徐々に専門科目の比重を高める編成をとってい

る。共通教育科目においては，導入教育として「初学者ゼミ」「プレゼン・ディベート論」を修得

させるほか，学際的科目の修得を義務付けている。また，専門科目の編成の特徴としては，進路

に即した 3 コース選択制を導入するとともに，学生が能動的に参加する少人数演習形式を重視し

ていることが挙げられる。導入教育，コース制，少人数形式という制度の特色を生かしつつ，カ

リキュラム改正の検討作業を進め，平成 28 年度からクォーター制に対応した新カリキュラムを実

施している。それに伴って，政治学関係を中心に，従来の科目のいくつかを現代的な課題により

適合した内容のものに再編した。更に「法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律」

の改正に伴う法務研究科（令和二年度以降，法学研究科）との連携強化のため，司法試験との関

連の強い科目を中心に授業形態・評価方法の改善を検討している。 

【経済学類】 

経済学類では，経済学に関する基本的な知識を身につけるために，1年次から学類共通選択必

修科目を配置している。2年次には，3年次のコース及び演習の選択に資する情報を提供するた

めに，コース選択必修科目を配置している。2年次第 4クォーターには配属されたコースや演習

を通じて，より専門的な学習を行う。これらコアカリキュラム（学類専門基礎科目及びコース選

択必修科目設定）による専門的学習の一方で，他学類指定科目制も導入しており，社会科学全般

において学際的・横断的な知識習得ができるようになっている。 

【学校教育学類】 

「学類共通科目」，「専修基礎科目」，「専修専門科目」の 3つから構成された教育課程は，

教育職員免許状取得に必要な単位を効果的に取得できる仕組みになっている。また，学類のカリ

キュラム体系を図示したカリキュラム・ツリーによって学生の履修計画・履修状況の確認・作成

を下支えしている。「カリキュラム研究」や「授業研究」など実践的指導力を育てるための授業

科目を設け，教育実習と関連付けながら学校での教育活動に関わる経験を積める構成となってい

る。 

【地域創造学類】 

1 年次には，基礎的な講義科目を配置し，地域創造学全体への理解を促すとともに，各コース

の特徴が理解できる共通科目を配置し，2年次以降のコース選択への橋渡しを行っている。2年



－1-8－ 

次には，各自が選択したコースに属し，各コースが扱う領域の基礎的な学習を進める。3年次に

は，演習を中心により専門的な学習を進め，４年次には卒業研究に取り組む。なお，2・3年次

には，PBL（Problem Based Learning）を目的とし，地域における実践的な教育を意図した各種

実習を多数配置するとともに，地域と連携した地域往環型プログラムを設置し，地域課題の発

見・分析・政策づくりを通じて実践力を習得する教育に取り組んでいる。なお平成 30 年度改革

において，基礎的導入的概説科目である「地域創造学Ⅰ・Ⅱ」を「地域創造学Ⅰ～Ⅳ」に再編

し，学類教育の共通基盤を強化した。 

【国際学類】 

学類生全員に履修を義務づけている専門基礎科目としての学類共通科目を教育課程編成の主眼

の一つとしている。コース専門科目では，グローバルな視野を育てるための科目，地域研究に関

する科目以外に，外国語をコミュニケーション・ツールとして使うための科目も充実している。

英語による授業の数を平成 30 年度も少しずつ充実させながら，米英コース 6単位（3科目以

上），他コース 4単位（2科目）以上の単位取得を義務づけるとともに，他学類に先駆けて，国

際社会コースと米英コースにおいて，英語による授業の履修のみで卒業できる英語プログラムを

開設しており，平成 30 年度には 15 名の 2年生がこのプログラムに登録した。 

 

【データ３】＜教育課程の内容・構成＞             （平成 30 年度入学者） 

 

学類 

 

共通教育科

目 

専門教育科目  

合計 学域GS科目 学域GS言語

科目 

専門基礎科

目 
専門科目 

 

人文学類 

 

38単位以上 

 

2単位 

 

2単位 

 

6単位 

学域GS科目・学域GS 

言語科目及び専門基

礎科目を含め86単位

以上 

 

124単位以上 

 

法学類 

 

38単位以上 

 

2単位 

 

2単位 

 

4単位以上 

学域GS科目・学域GS 

言語科目及び専門基

礎科目を含め90単位

以上 

 

128単位以上 

 

経済学類 

 

38単位以上 

 

2単位 

 

2単位 

 

4単位以上 

学域GS科目・学域GS 

言語科目及び専門基

礎科目を含め88単位

以上 

 

126単位以上 

学校教育学類 30単位以上 2単位 2単位 63～66単位 40～43単位以上 140単位以上 

地域創造学類 38単位以上 2単位 2単位 14単位以上 68単位以上 124単位以上 

 

国際学類 

 

38単位以上 

 

2単位 

 

2単位以上 
学類共通科

目20単位以

上 

学域GS科目・学域GS 

言語科目及び専門基

礎科目を含め86単位

以上 

 

124単位以上 

    
 

  

観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況) 

【人文学類】 

学生の多様なニーズに応えるため 33 の副専攻を提供しているほか，インターンシップや異文化
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体験実習として学外での学修を単位化している。また，科目等履修などを通じて留学生や社会人

学生を積極的に受け入れている。富山大学人文学部との間には単位互換制度を設け，教育面での

交流を図っているが利用者はなかった。このほか，海外の大学で修得した単位や外部の外国語検

定試験の成績を人文学類の単位に認定できる規則を定め，留学を支援している。また，就職セミ

ナーを学期中頻繁に（後期は月に一度）開催し，実践的なキャリア教育を推進している。 

【法学類】 

カリキュラム改正により，入学から卒業までの間に法学・政治学を段階的に学ぶ体制がより一

層整備された。FD 委員会の活動としては，従来の授業アンケートと FD 研修会の開催に加え，必要

に応じて FD 委員が学外の FD に関するシンポジウム等に参加して，人材育成に対する社会的要請

を把握するよう努めてきた。また，社会からの要請を的確かつ具体的に把握するために本学類卒

業生の就職先へのアンケートを実施したことを受けて，法学類２年生対象キャリア・ガイダンス

を実施するとともに，クォーター制に対応したカリキュラム改正案を作成し実施した。北陸三県

を中心とする法曹養成のニーズに応えるべく，学生が法科大学院や法学・政治学関係の大学院に

進学しやすい環境を整えるためのカリキュラムの強化を図っている。 

【経済学類】 

経済学・経営学だけではなく，より広い分野にも関心を持つ学生に対しては，多様な副専攻を

用意し，他学類提供の専門科目も卒業に必要な単位として認定している。また，実務に強い関心

を持つ学生に対しては，3年生を対象にインターンシップ制度による 2単位を提供するとともに

新たなインターンシップ先を開拓している。さらに，複数回にわたる就職支援講座の開催等，キ

ャリア教育の実施を通じて現実の社会動向に関するタイムリーな情報提供に努めている。国際的

な視野を身につける上では，提携大学への留学を推奨し，積極的に学生の相談に応じている。 

【学校教育学類】 

他学類の履修，入学前の既修得単位の認定等を定め，教員を目指す学生の多様な要請に十分に

対応できるよう配慮している。また，科目等履修制度を通じて，教育に関心のある社会人学生を

受け入れている。3年次に 4週間，4年次に 2週間の教育実習を課しており，実践的な知識・技

術の獲得，および学問的な知識や技術とのつながりを重視した教育課程となっている。カリキュ

ラム全体で教員に向けたキャリア教育を体現しており，教員を志望する学生が教師としての総合

的な力を身につけるための教育が行われている。 

【地域創造学類】 

地域創造学類での学習は学際的な内容が少なくないことから，関連領域を学ぶために学域・学

類を超えた幅広い学習が必要であり，学生からもそうした要求がある。学類としても幅広い履修

を推奨しており，実際に他学域・他学類科目の履修学生は他学類と比較して多く，成果をあげて

いる。地域創造学類では，地域で学ぶことを求めて入学してくる学生が多い。学類では，地域往

還型プログラム，各種実習科目によって，こうした要求に応えている。現場体験実習の場として

活用して欲しいという要請が地域からも届くようになり，内容も多様化し充実してきている。ま

た，海外に留学する日本人学生も増加傾向にあり，留学を促進するために，個別の相談にも応じ

るなど支援を進めている。さらに，就職活動についての具体的なアドバイスを求める傾向が強ま

っていることから，学生の要求に合わせた就活セミナーを実施している。 

【国際学類】 

国際学類では留学を強く推奨しており，半年以上 1 年未満の派遣留学に選抜された学類生の数
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は年々増加傾向にあり，平成 30 年度は 48 人であり，全学の派遣留学生 73 人のうちの 65.8％を

国際学類生が占めている。また，データ７によれば，短期の語学研修等も含めた派遣留学生の数

は 134 人と，人間社会学域の中で群を抜いている。在学中に 9 割以上の学類生が何らかの形で海

外を経験して卒業している。キャリア教育やインターンシップも重視しており，平成 30 年度もイ

ンターンシップ説明会・事後報告会，国際派のための就活講座，就活直前対策講座等，計 3 回の

キャリア教育を実施した。 

 

【データ４】＜他学域・他専攻等の履修可能科目の履修登録や単位修得状況＞  

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

３０ 

前期 

履修登録者数 2 1  2  0  7 0 12  

単位認定者数 2  1  0  0  7 0 10  

３０ 

後期 

履修登録者数 0  1  0  0 7 0 8  

単位認定者数 0  1  0 0  6 0 7  

単位認定者数計 2 2 0 0 13 0 17 

 

【データ５】＜単位互換状況＞  ［平成 30 年度］  （単位：人） 

互換先 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

いしかわシティカレッジ 1 0 0 0 1 0 2 

放送大学 0 0 0 0 0 0 0 

金沢大→富山大 0 0 0 0 0 0 0  

富山大→金沢大 0 0 0 0 0 0 0 

双方向遠隔教育 0 0 0 0 0 0 0  

計 1 0 0 0 1 0 2 

 

【データ６】＜科目等履修の状況＞ 

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

３０ 

前期 

履修登録者数 3 1 1※ 3 0 3※ 11 

単位認定者数 2 0 0 3 0 2 7 

３０ 

後期 

履修登録者数 5 1 0 2 0 2 10 

単位認定者数 2 1 0 2 0 2 7 

単位認定者数計 4 1 0 5 0 4 14 

※のうち 1名，経済学類と国際学類との併願 

 

【データ７】＜留学プログラムの整備・実施状況＞ ［平成 30 年度］（受入：平成 30年 5月１日現在） 

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

受入 

正規生 3 1 5 0 1 8 18 

特別聴講学生 12 0 3 2 1 15 33 

研究生 0 0 0 0 0 0 0 

派遣 68 34 54 30 23 134 343 
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派遣については事務局国際部作成の実績（語学研修，短期サマースクールを含む）及び休学者情報から算出 

 

【データ８】＜キャリア教育の実施状況＞ 

実施学

類 
実施期間 受講者数 実施内容 

人文 30.4.18 46 
人文学類就職セミナー「スタートアップ」 

インターンシップ説明会 

人文 30.5.16 62 人文学類就職セミナー「企業研究」 

人文 30.6.20 51 人文学類就職セミナー「自己分析」 

人文 30.10.17 15 
第 1 回就職内定者体験報告会 

人文学類就職セミナー「後期スタートアップ講座」 

人文 30.11.21 12 

第 2 回就職内定者体験報告会 

人文学類就職セミナー「履歴書・エントリーシート作成講

座」 

人文 30.12.19 12 
第 3 回就職内定者体験報告会 

人文学類就職セミナー「面接対策講座」 

人文 31.1.9 28 人文学類就職セミナー「就活直前講座」 

人文 31.1.23 11 人文学類就職セミナー「模擬面接」 

法 30.5.21 11 法学類法曹養成支援プログラム懇談会 

法 30.6.28 25 インターンシップ事前指導 

法 30.10.24 7 弁護士会・弁護士事務所見学及び弁護士との懇談（法学類

法曹養成支援プログラム） 
法 30.12.7 8   IT 企業と学生のための交流会  

法 30.12.15 18 石川県青年司法書士協議会主催の法学類生向けセミナー 

法 31.1.18 12 金沢地方検察庁見学・検察官及び検察事務官との懇談（法

学類法曹養成支援プログラム） 
法 31.1.28 - 法律実務インターンシップ事前説明会 

経済 30.5.10 20 インターンシップ説明会 

経済 30.6.7 40 就職ガイダンス・自己ＰＲ講座（マイナビ） 

経済 30.6.9 14 インターンシップ事前研修 

経済 30.10.25. - 就職ガイダンス・スタートアップ講座（マイナビ） 

経済 30.10.11 8 インターンシップ事後研修 

経済 30.11.15 8 インターンシップ報告会 

経済 30.12.6 - 就職ガイダンス・エントリーシート講座（リクナビ） 

経済 31.1.17 - 就職ガイダンス・就活直前講座（マイナビ） 

地域創造 30.5.17 21 キャリア形成セミナー「就活スタートアップ講座」 

地域創造 30.10.15 11 
キャリア形成セミナー「セルフマーケティング＆マネジメン

ト」 

地域創造 30.11.8 15 キャリア形成セミナー「修了生講演会＆自己 PR 講座」 

国際 30.5.17 21 キャリア形成セミナー「就活スタートアップ講座」 

国際 30.10.15 11 
キャリア形成セミナー「セルフマーケティング＆マネジメン

ト」 

国際 30.11.8 15 キャリア形成セミナー「修了生講演会＆自己 PR 講座」 
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【データ９】＜インターンシップの実施状況＞［平成 30 年度］  

実施学類 実施期間 受講者数 実習先 

人文 ８月～９月 5  金沢市役所，石川県庁，長野県庁，アンコール遺跡整備公団 

法 
８月～９月 

（１週間） 
24 

珠洲市役所，石川県庁，福井県庁，よろづや観光株式会社，兼

六法律事務所，株式会社三谷産業，長野県庁，金沢市役所，今

川・長橋合同司法書士事務所，大野敏広司法書士事務所 

経済 

８月～９月 

１１月，１２

月，２月 

6 

三谷商事，ゲンキー，三栄商事，長谷工コーポレーション，NTT

データ北陸，富士ゼロックス，穴水町役場，三井住友海上火災

保険株式会社 

地域創造 ８月～９月 34 

株式会社石川ツエーゲン，NPO 法人金沢総合スポーツクラブ，

株式会社エイム, Tissa National College(スリランカ),加賀

まれびと交流協議会，黒部市布施谷活性化推進協議会，鯖江市

役所， NPO くくのち，七尾市能登島地域づくり協議会,南砺市

Casa 小院瀬見,能登町春蘭の里実行委員会,輪島市輪島

KABULET 

国際 
８月中旬～

９月下旬 
9 

アンコール遺跡整備公団，石川県観光戦略推進部，金沢市役所，

専門学校アリス学園，石川県教育委員会，JTB 中部金沢支店，

石川県国際交流協会，石川県庁，JAMS.TV 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）全般的には，体系的な教育課程の編成が行われてきており，学生や社会からの要請

に対応しうる教育内容となっている。また，インターンシップを含めたキャリア教育の整備・実

施も着実に進展している。その一方，海外からの留学生受入プログラムの開発，各種資格取得に

関わる授業科目群の整備，派遣留学促進に向けたさらなる支援体制の確立等，検討を要する課題

がなおいくつか残されている。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学生の進路先に合わせた 3コース制を採用することによって，学生や社会のニーズ

に合致した教育体制を構築している。また，学生や社会の要請への対応については，FD 委員会

を中心に，各種シンポジウムへの参加や就職先アンケートの実施等を通じて，社会からの要請を

的確に把握するよう務めてきた。さらにクォーター制に対応した新カリキュラム案を作成し，実

施してきた。更に，法曹や法学関係の専門職の養成のニーズに応えるべく，法学研究科とのカリ

キュラム上の連携を強化している。 

【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）専門科目の 1年次からの提供，コアカリキュラムの設定（学類共通選択必修科目・

コース選択必修科目），主専攻・副専攻制の導入等様々な取り組みに対する学生の反応は良く，

理論・実務に対する学生ニーズに対応していると評価できる。特に外部の講師を招聘して実施す

る講義への出席率は高い。インターンシップに対する参加学生の高い評価や，留学プログラムの

充実による派遣留学生の増加からも，実施の目的が達成されているといえる。 

【学校教育学類】 
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（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）複数の教員免許状取得が可能になるように授業科目を配置し，かつ高度な実践的能

力を持った教員の養成を目指したカリキュラム編成となっている。学生や社会からの要請への対

応については，科目等履修生の受入れ，TA やスクールサポーター制度などによって，配慮してい

る。カリキュラム全体を通じて，実力のある教員を養成するためのキャリア教育を体現している。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）地域創造学類は，地域往還型プログラムなど地域と連携しながら地域で学ぶ特色あ

る授業を用意している。学生もその授業を積極的に受講している。平成 31 年 3 月に実施した卒

業生アンケートによれば，「地域を創造する力」をよく，あるいはある程度修得できたとする学

生がほとんどで，学類の教育理念に沿った成果が表れている。また，留学や就職活動への相談・

支援の体制も整ってきている。 

【国際学類】 

（水準）期待される水準を上回っている。 

（判断理由）語学研修やさまざまな海外研修を終えて要件を満たした学生には「異文化体験実習

Ⅰ」の単位を認定している。また，留学先で取得した単位は積極的に学類内の単位として互換す

るなど，学生の留学へのモチベーションを高めるための方策を様々講じている。派遣留学に応募

する学生には，アドバイス教員を中心として留学計画書のブラッシュアップや模擬面接を行うな

どきめ細かな指導をしており，その成果が語学研修や短期サマースクールを含む派遣学生数の学

域内での圧倒的な多さ，半年以上 1年未満の派遣留学等の選抜学生の多くを国際学類生が占める

という結果として現れている。そのような国際経験等で培われた広い視野と強い精神力，日本語

及び外国語によるコミュニケーション能力を持つ学生を対象としたさらなるキャリア教育も，一

般企業への就職率の高さ（データ 18 参照）に繋がっていると考えられる。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

人文学類では，平成 30 年度における講義系の授業科目と，演習・実験・実習など少人数教育の

授業科目との比率が 48.5％：51.5％で，バランスの取れた授業形態の組み合わせによって効果的

な学習指導を行っている。多くの科目には大学院生が TA として配置され，教員と学生の間をつな

ぐ役割を果たしている。また，3年次（平成 28 年度入学者から）に必修の「学類共通英語」を課

し，外国語能力の継続的な向上に努めている。 

【法学類】 

当学類では従来から，主に基礎的体系的な理解の涵養を目的とする大人数の講義形式と，主に

個別具体的な事例・テーマなどについて発展的応用的な研究を行う少人数の演習形式とを中心と

しつつ，多様な形態の授業を組み合わせることで，効果的な知識の修得と自主的な学習への取り

組みが行えるよう配慮されている。また特に演習形式の授業は各学年に万遍なく配置されている

ことから，アクティブ・ラーニング，少人数教育が徹底されているといえる。 

【経済学類】 

 経済学類では，講義・少人数の演習・インターンシップ(実習)等を設定し，多様な形態の科目

を組み合わせることによって，効果的な学習が可能となる体制を設けている。また，講義の内容

においても，FD を通じて様々なメディアの組み合わせを工夫するなど学習効果を高めるために

継続的に改善の努力が行われている。さらに，学生の能動的な学習を活性化するため，演習での

研究成果を学生自身が発表する「ゼミナール大会」の場を設定し，学習意欲・プレゼンテーショ

ン力の向上を図っている。  

【学校教育学類】 

講義，演習，実習・実験などの異なる形態の授業をバランス良く組み合わせ，また，学生のグ

ループ討議や学校現場での実習，体験活動，TA 機器の活用等を柔軟に取り入れている。特任講

師を招いての授業・指導実践の学習や，授業参観や模擬授業等も充実している。教育実習では，

大学の担当教員が一つのクラスあるいは一人の学生を継続的に参観し指導する体制になってお

り，全国の教員養成系大学・学部の中でも他にほとんど見られないきめ細かな実習指導を行って

いる。 

【地域創造学類】 

地域創造学類は実習・実験（18.1％）と演習（29.6％）を重点的に配置し，地域で学ぶ少人数

教育に力を入れている。また，カリキュラム・マップを用いて実習・演習と講義を関連付けて学

習するよう促すことで，地域の実態的理解と学問的知識の習得をバランス良く進めることができ

るように工夫している。さらに，現場で地域づくりに携わっている社会人から学ぶ地域課題セミ

ナーを開講するなど，社会での実践力の涵養にも努めている。 

【国際学類】 

平成 30 年度の講義系科目と演習系科目の比率は 1：0.90 で，講義系科目と演習系科目，実習系

科目をバランスよく配置している。TA や ALA をも活用しながら，きめ細かな指導を行い，教育効

果を上げている。また，外国語演習科目が 19.9％と他学類に比べて高い比率を占めることが国際
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学類の大きな特徴である。学習指導法の工夫についても，年に数回開催される FD 研修会等を通し

て改善に努力している。 

 

【データ１０】＜開設科目別の履修登録者数＞［平成 30 年度］  

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

学域共通科目 8 2 1 1 2 1 15 

学域ＧＳ科目 606 653 774 421 375 364 3,193 

学類共通科目 1,250 497 1,361 3,039 413 2,117 8,677 

学類専門科目 7,506 4,679 6,474 2,599 3,634 2,791 27,683 

その他※ 775 389 1,627 34 622 354 3,801 

計 10,145 6,220 10,237 6,094 5,046 5,627 43,369 

※教職科目，他学類共通科目及び他学類専門科目の履修者数の合計 

 

【データ１１】＜講義科目と演習系科目＞［平成 30 年度］ （数字は授業科目数，（ ）は％全

科目中の比率，準専任教員等の担当科目含む。） （平成 30 年度シラバス掲載の科目数で計上） 

 講義（概説・概

論） 
講義（各論） 演習 実習・実験 外国語演習 合計 

人文 85 (11.2) 282 (37.3) 237 (31.4) 89 (11.8) 63 (8.3) 756 

法 2 (1.0) 96 (47.2) 90 (44.3) 6 (3.0) 9 (4.5) 203  

経済 6 (3.0) 165 (82.0) 29 (14.5) 1 (0.5) 0 (0.0) 201  

学校教育 8 (1.8) 175 (39.4) 232 (52.3) 29 (6.5) 0 (0.0) 444 

地域創造 7 (1.6) 229 (50.7) 134 (29.6) 82 (18.1) 0 (0.0) 452  

国際 29 (3.8) 368 (48.8) 146 (19.3) 62 (8.2) 150 (19.9) 755  

 

観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

 カリキュラムを意識して主体的に学習に取り組ませるため，Web 版シラバスに「関連科目」「カ

リキュラムの中の位置づけ」「授業時間以外での学習内容」を明記して学生に周知するとともに，

『人文学類ハンドブック』で専門分野ごとに＜科目内容および科目選択について＞の記述を設け，

1年次から 4年次に至る学習モデルを提示している。各専門分野（主履修分野）の学生共同研究室

では専門の図書や設備を自由に利用することが出来，学生が演習・実習の準備や卒業研究など自

主的な学習を進める上で大いに役立っている。また，人文学類独自の外国語検定試験受験料助成

制度および各種資格申請助成制度を設け，外国語や専門的知識への学習意欲を喚起している。ま

た，授業にアクティブ・ラーニング的な要素をさらに加えるなどの取り組みを続けている。 

【法学類】 

当学類では他学類にはみられない，単なる学生生活や履修手続き等の指導に止まらず（法学徒

としての）大学生活の本質や全体像にまで踏み込んで記載のなされた，極めて充実した『法学類

ハンドブック』なる手引書が毎年作成され新入性に配布されており，１年前期開講の初学者ゼミ
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では本書を主たる教材として，各種図書館（室）の利用方法や文献・判例・法令の検索方法，レ

ジュメやレポートの作成方法等を指導し，入学当初の段階で学生が主体的に学習できるためのス

キルを身につけさせている。また，詳細な Web 版シラバスの作成を通じて授業の予定を学生宛周

知すると同時に，各教員のオフィス・アワー及び連絡方法を明示することによって，学修上の適

切な助言を行える体制が構築されている。 

【経済学類】 

 学類オリエンテーションでは『経済学類ハンドブック』を用いて，カリキュラムの説明，履修

モデルの例示を行っている。また初学者ゼミでは，『経済学初学者のための学習ガイド』を用い

て文献・資料の収集，レポートの書き方，プレゼンテーション等の説明を行っている。2年次に

は，「演習配属ガイダンス」と「コース配属ガイダンス」を設けることにより，能動的な学習を

可能にする体制を整えている。さらに，全学年次において，アドバイス教員を割り当て，勉学上

の課題や生活に対する助言を実施している。 

【学校教育学類】 

本学類は，演習や学校での実習など学生の主体的参加を求めている。また，授業外の自学自習

活動を効果的に進めることを目的とした「教師になるためのノート」を用いたマンツーマンの指

導により，1年次から主体的な学習を支援する体制がつくられている。「教師になるためのノー

ト」は最終年度に実施される「教職実践演習」でも活用しており，4年間を通じた学習キャリア

の形成を促している。 

【地域創造学類】 

地域創造学類では地域に出て主体的に学習することを少人数の実習・演習，インターンシップ

などを通じて促している。1年生を対象とした初学者ゼミでは，レポート作成や発表の方法を教

育しつつ地域について主体的に学ぶ意義を考えさせている。また，講義科目である地域創造学に

おいても，学域連携や地域創造の具体例を通じて主体的に地域に関わる糸口を提供している。2

年次以降も実習やインターンシップなど現場体験型授業をカリキュラムに組み込むことで，自ら

計画し考え行動するトレーニングを多様な形で進めている。講義科目においてもアクティブ・ラ

ーニングに取り組む科目を増やし，主体的学習に向けた工夫を実施している。 

【国際学類】 

学生の主体的学習を促すために少人数での演習形式や実習の授業を多く実施するとともに，平

成 30 年度も FD 研修会や学類生との懇談の場を設けて，主体的学習のための工夫に取り組んだ。

また，平成 30 年度も学外の講師を招いた「国際学セミナー」を 5回開催し，学生の学習意欲を

喚起している。平成 27 年度から学類独自に設けた外国語検定試験等受験料助成制度は，30 年度

も 31 件の申請があり（29 年度は 50 件），外国語学習等への意欲を高めることができた。なお，

外部試験のスコアで単位認定を行った学生は 19 名であった。また，国際学類では自主的学習の

成果としての卒業論文の作成を重視しており，卒業論文提出を必須とし，１年間から 2年間はコ

ース教員，卒論指導教員による，いわゆる卒論ゼミ（「研究演習 A・B」）を受講させている。さ

らに，毎年各コース１名の優秀論文提出者に「学類長賞」,それに準ずる論文提出者に「特別研

究賞」を与え，学生の努力目標の一つとしている。 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 
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（水準）期待される水準を上回っている。 

（判断理由）多様な授業形態を取り入れているが，全開設科目中，半数近くを演習や実習など演

習系の科目が占めており，TA を活用しながらアクティブ・ラーニング的性格の少人数教育を実

践している。「学類共通英語」の開講や外国語検定試験受験料助成制度，各種資格申請助成制度

など，人文学類独自の取り組みも行っている。また，『人文学類ハンドブック』の記載や学類全

体あるいは専門分野別のオリエンテーションで提供される種々の情報は，学生が主体的に学習計

画を立てる上で有効であると評価できる。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）授業形態を適切に組み合わせつつ，とりわけ演習科目を充実させたカリキュラムを

提供していることによる。また，上記の通り極めて充実した内容の『法学類ハンドブック』を作

成・配布して，これを用いた主体的な学習を行い得るスキルを身につけさせる授業を実施すると

ともに，主体的な学習を行う上での情報を提供する詳細なシラバスを整備して活用していること

による。 

【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）入学時の『経済学類ハンドブック』を用いた説明をはじめ，能動的な学習に必要な

各ガイダンスの実施により，コースや演習内容に対する理解度が高まり，学生が履修計画を立て

る上で役立っている。『経済学初学者のための学習ガイド』は，入学時から卒業論文執筆時まで

活用されており，文献収集や引用の方法等，能動的な学習に必要なスキル形成に資している。 

【学校教育学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）「教師になるためのノート」を中心に，主体的な学習を促す取組を支援する体制を

整えている。講義，演習，実験・実習などの授業形態をバランス良く組み合わせる一方で，学生

のグループ討論，野外実習，現職教員を特任講師として招いての授業など学習指導上の工夫も行

っている。さらには教育実習指導の際，教員養成系大学・学部の中では珍しい大学の担当教員が

きめ細かく学生指導をする体制を整えており，教育活動を充実させるための工夫がされている。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学類カリキュラムが地域における実習を重視したものとなっており，実習科目数の

総科目数に占める割合も高い。少人数教育（ゼミ）と現地実習・現場実習及びインターンシップ

を組み合わせ，理論と実践を学べるように工夫したカリキュラムは，学生の学習意欲を高め自主

的に学ぶ姿勢を喚起する学習プログラムとなっている。また，アクティブ・ラーニングの実施科

目数も増やして，講義についても主体的学習の機会となるよう工夫している。 

【国際学類】 

（水準）期待される水準を上回っている。 

（判断理由）学習指導法の工夫に関しては，前年度に続いて平成 30 年度も授業改善のための FD

研修会を 3回開催し，それらのフィードバックとして個々の教員が効果的授業の実施に努力して

いる。授業形態の組み合わせに関しては，バランスの取れた授業形態を維持しつつ，きめ細かな

少人数教育を学類の教育の一つの柱として実施している。また，学生に主体的な学習を促す取り
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組みについては，学外の講師を招いての「国際学セミナー」を 5回開催するとともに，4年目と

なった学類独自の外国語検定試験等受験料助成制度も大いに活用されている。卒業論文作成を自

主的学習の総決算として重視する学類の姿勢を堅持している。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

データ 12 及び 13 によれば，Ｓ評価とＡ評価を得た者が，前期と後期でそれぞれ全体の 19.5%，

34.2％および 17.3%，36.6％となっており，学生の学習意欲の高さを示すものと考えられる。しか

し，データ 14 によれば，学位授与率は 82.5％であり学域平均の 85.9％を下回った（H29 度学位

授与率は 96.1％）。この原因究明や対策が求められる。一方，副専攻制度を活用して他分野の知

識・技能を習得する者や，教育職員免許，学芸員資格などの資格取得を目指す学生は多く，学生

の資質・能力の向上を担っている。 

【法学類】 

単位修得状況については，データ 12 及び 13 によれば，厳正な成績評価のもと，平成 30 年度全

開講科目の延べ履修登録者数の 82%（前期及び後期平均）が単位を取得しており，例年と同様，在

学生の学業成績は概ね良好である。卒業（学位取得）状況については，データ 14 によれば，法学

類の学位授与率は 81.9％である。学位授与率は前年度とほぼ同様，比較的高い数値であり，概ね

良好であると判断される。 

【経済学類】 

成績分布（データ 12 及びデータ 13）によれば，平成 30 年度の前後期あわせての延べ履修登録

者の約 80％が単位を修得しており，学生の学業状況はおおむね良好である。卒業者の比率につい

ても，入学者の約 86％の学生が 4年で卒業しており，おおむね良好である。 

また，学生が身につけた学力や能力を自覚できるように，発表の場や能力の検定に関わる検定

の受検を奨励している。 

【学校教育学類】 

 教職免許取得のための必修単位数が多いが，他学類と比較して単位の不合格割合は少ない。ま

た，S,A の学生の割合が 6割近くになっていることから，大部分の学生が真面目に勉学に取り組

んでおり，求められる学力や資質・能力を獲得している。卒業生 101 人（過年度卒業生も含む）

全員が教育職員免許を取得している。校種別延べ人数は，小学校一種 101 人，中学校一種 91

人，高等学校一種 94 人，特別支援学校一種 27 人(知的・肢体・聴覚領域各 9名)，幼稚園一種 9

人となっている。 

【地域創造学類】 

学生の単位取得状況は，比較的高い率で単位修得ができており，成績分布にも特に問題はな

く，おおむね良好である。不合格者率も学域平均（前期 10.7％，後期 12.6％）に対して低い

（前期 9.9%，後期 8.8％）。標準年限での卒業者の割合は 81.7％と，学域平均をわずかながら下

回っており，改善が必要である。資格取得状況としては，平成 30 年度卒業生 11 名が国家資格で

ある社会福祉士の資格を取得し，社会福祉分野の相談・援助に関わる専門職に求められる資質・

能力を獲得している。 

【国際学類】 

成績分布のデータでは，単位取得者のうちＳ評価とＡ評価を合わせた比率は，前期 55.6％，後

期 57.6％と良好である 。派遣留学，奨学金等，さまざまな場面で GPA 値が求められる現状に学類
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生が真摯に努力している結果と思われる。学位取得状況（平成 27 年度入学者が 4年で卒業した比

率）は 44.5％と学域平均の 85.9％を大きく下回っているが，理由は派遣留学を中心に大学の許可

を得て半年以上１年未満の留学やインターンシップ等をしている学生が学年の半数以上おり，そ

のほとんどが，休学，あるいは休学しないで留学した場合も在籍期間を超えた分について半期ご

とに 25 万円の支給が得られる本学のアカンサス支援制度を利用して在籍期間を延長しているた

めであり，5年以内での学位取得状況は良好である。 

 

【データ１２】＜成績分布：平成 30 年度前期分(1～4 年生）＞（数字は人数，( )は％） 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

学域共通 2 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (11.1) 2 (22.2) 6 (66.7) 9 

学域ＧＳ 6 14 (7.5) 51 (27.3) 54 (28.9) 39 (20.8) 29 (15.5) 187 

学域ＧＳ言語 25 135 (25.2) 129 (24.0) 166 (30.9) 88 (16.4) 19 (3.5) 537 

人文 268 810 (19.5) 1,416 (34.2) 1,055 (25.5) 510 (12.3) 350 (8.5) 4,141 

法 71 534 (19.1) 576 (20.6) 680 (24.4) 547 (19.6) 455 (16.3) 2,792 

経済 39 343 (9.8) 707 (20.2) 854 (24.4) 992 (28.3) 605 (17.3) 3,501 

学校教育 177 342 (14.2) 1,038 (43.2) 684 (28.5) 239 (9.9) 100 (4.2) 2,403 

地域創造 132 306 (16.4) 641 (34.5) 484 (26.0) 245 (13.2) 184 (9.9) 1,860 

国際 258 587 (22.1) 888 (33.5) 693 (26.1) 306 (11.5) 180 (6.8) 2,654 

合計 978 3,071 (17.0) 5,446 (30.1) 4,671 (25.8) 2,968 (16.4) 1,928 (10.7) 18,084 

 

【データ１３】＜成績分布：平成 30 年度後期分(1～4 年生）＞（数字は人数，( )は％） 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

学域共通 4 1 (6.3) 5 (31.3) 3 (18.7) 0 (0.0) 7 (43.7) 16 

学域ＧＳ 24 181 (12.3) 515 (34.9) 467 (31.7) 191 (12.9) 121 (8.2) 1,475 

学域ＧＳ言語 30 108 (13.2) 231 (28.2) 224 (27.4) 154 (18.8) 101 (12.4) 818 

人文 336 715 (17.3) 1,515 (36.6) 1,071 (25.8) 418 (10.1) 422 (10.2) 4,141 

法 92 613 (21.7) 568 (20.1) 586 (20.8) 466 (16.5) 589 (20.9) 2,822 

経済 104 399 (11.5) 781 (22.6) 807 (23.4) 637 (18.4) 831 (24.1) 3,455 

学校教育 232 576 (17.7) 1,314 (40.4) 899 (27.7) 331 (10.2) 130 (4.0) 3,250 

地域創造 196 313 (17.1) 692 (37.9) 480 (26.3) 181 (9.9) 161 (8.8) 1,827 

国際 314 513 (20.7) 916 (36.9) 602 (24.3) 252 (10.1) 198 (8.0) 2,481 

合計 1,332 3,419 (16.9) 6,537 (32.2) 5,139 (25.3) 2,630 (13.0) 2,560 (12.6) 20,285 

(出典：教務データに基づき作成） 

【データ１４】＜卒業状況(学位修得状況）＞［平成 30 年度卒］ 

卒業者数は，H27 年度入学者のみ（ ）は法学部編入学数で内数 

学類 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

入学者数（H27） 154 177(5) 189 99 82 74 770(5) 

卒業者(授与)数 127 145(3) 162 95 67 33 663(4) 
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学位授与率 82.5% 81.9% 85.7% 96.0% 81.7% 44.5% 85.9% 

                    

【データ１５】＜資格取得状況＞ ＜平成 30 年度卒＞ 人間社会学域  （人） 

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

学芸員資格 16 0 0 0 0 0 16 

教育職員免許 27 0 4 101 4 2 138 

社会福祉士 0 0 0 0 11 0 8 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

年に 2回の授業評価アンケートの結果によれば，全体的に高い評価を得ている。特に「出席率」,

「授業で使われる資料の適切度」，「知識・視野の拡大」で高評価を得ている。このことは，教員

が，学生の興味・関心や知識・理解の現状を踏まえ，授業の準備に入念に取り組んでいることを

示している。 

【法学類】 

以下の卒業生アンケート結果が示すように，「現代社会に対して幅広い関心を持ち，より良い

社会の実現のために法的・政策的な観点から問題の解決策を導き出せる人材を育成する」という

法学類の理念・目標に基づく体系的なカリキュラムのもと，卒業生が，専門知識を概ね習得でき

たと感じている（設問 1～3について，各項目の肯定的評価が 8割から 9割）。教育の満足度につ

いては，肯定的な反応が大方を占めている（設問 6）。体系的なカリキュラムの客観性について

も，シラバスの内容が授業内容等に反映していたと回答した者が 9割を超えており，十分に担保

されている。 
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《平成 30 年度法学類卒業生アンケート結果》 

 

 

【経済学類】 

平成 30 年度授業評価アンケート結果（データ 16）から，本学類の学生による授業に対する評

価を見ると，数値で見る限り他学類と大きな差がある項目はなく，概ね良好である。特に，「予

習・復習」，「シラバスの参考度」,「授業の理解度」,「授業のスピード」,「授業の水準」,「授

業への興味」及び「知識・視野拡大」の項目で，全体の平均を上回っている。アカンサスポータ

ル等を活用して小レポートやテストを実施する科目が多くなってきているためと考えられる。 

【学校教育学類】 

平成 30 年度授業評価アンケート結果（データ 16）は，おおむね良好である。「授業の理解

度」，「授業への興味」「知識・視野の拡大」の項目などで相対的に評価が高く，学生たちによ

りよい教師になるための資質を身につけさせるという明確な目標のもとで，学習意欲を喚起する

講義が行われていることが分かる。 

 

 

 

44％

45％

2％

設問1 仕事や進学をする上で必要や

知識や力がついた

そう思う
どちらかと言えばそう思う
どちらかと言えばそう思わない
そう思わない

9％

44％

6％

1%

設問3 社会問題への関心が高まった

そう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

そう思わない

48％

40％

46%

2％

設問6 学びたかったことを学べた

そう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

そう思わない

12％

34％

52%

13％

設問2 社会問題の解決に役立つ

力がついた

そう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

そう思わない

1
％
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【地域創造学類】 

平成 30 年度の授業評価アンケート結果は，ほとんどの項目で学域平均を上回り，良好な評価

となっている。特に「シラバスの参考度」「授業の理解度」「授業のスピード」の高評価は各教員

の FD 取り組みの成果といえる。 

【国際学類】 

平成 30 年度の学生による授業評価アンケート結果は，前期・後期とも，どの項目においても

概ね良好な評価を得ている。中でも，「授業への興味」「知識・視野拡大」では突出して高い数値

になっている。平成 30 年度卒業生を対象に行ったアンケートでも，学類の授業に対する「全体

的満足度」，「国際社会への理解の深まり」，及び「学類で得た知識が社会で役立つと思うか」の

問いに，「大いに満足している」「満足している」と答えた卒業生の割合は，94.4％，96.3％，

94.4％であり，過年度卒業生と同様に高い評価が得られている。 

 

《平成 30 年度国際学類卒業生アンケート結果》 

 

 

 

 

 

 

32％

63％

4％
1％

Q1 全体として、あなたは金沢

大学国際学類で受けた授業の内

容に満足していますか？

大いに満足している

満足している

どちらともいえない

不満である

大いに不満である

29%

67%

4%

Q4 国際学類の授業を通じ

て、あなたの国際社会に関する

理解は深まりましたか？

大いに深まった
深まった
どちらともいえない
あまり深まらなかった
全く深まらなかった

39%

56%

5%

Q7 国際学類の授業を通じて得

た知識は、社会で役に立つと思

いますか？

大いに役立つと思う

ある程度役立つと思う

どちらともいえない

あまり役に立たないと思う

全く役に立たないと思う



－1-24－ 

【データ１６】 ＜平成 30 年度授業評価アンケート結果＞ 

ポイント：1.00～5.00【数字が大きいほど高評価】 

項目/ 

組織別 

項目１ 

出席率 

項目２ 

予習・復

習 

項目３ 

シラバス

の参考度 

項目４  

授業の理

解度 

項目５ 

授業のス

ピード 

項目６ 

資料の適

切度 

項目７ 

授業の水

準 

項目８ 

授業への

興味 

項目９ 

知識・視

野拡大 

学域共通 

※実施科目なし 

- - - - - - - - - 

学域ＧＳ 4.15 1.43 3.73 3.56 3.09 4.00 3.50 3.96 4.15 

学域ＧＳ言語 4.05 2.09 3.12 3.65 2.93 3.84 2.99 3.37 3.43 

人文 4.14 1.95 3.79 3.81 3.02 4.04 3.40 3.86 4.06 

法 3.53 1.85 3.22 3.26 3.31 3.74 3.50 3.68 3.90 

経済 4.08 1.93 3.54 3.68 3.21 4.00 3.68 3.97 4.12 

学校教育 4.26 1.77 3.17 3.91 3.05 4.20 3.63 4.04 4.23 

地域創造 4.27 1.90 3.76 3.77 3.20 3.99 3.31 3.87 4.16 

国際 4.27 1.69 3.72 3.68 3.05 4.18 3.33 4.01 4.26 

平均 4.09 1.83 3.51 3.67 3.11 4.00 3.42 3.85 4.04 

                     (出典：授業評価アンケートに基づき作成）

  

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 

（水準）期待される水準にある。  

（判断理由）学生の成績分布では，「Ｓ評価」と「Ａ評価」を得た者の合計が高い水準を維持し

ており，学業の成果が着実に上がっていると判断できる。学位授与率については派遣留学生の増

加等の諸要因にも関わりがあるため，今後の動向を引き続き注視する必要はあるものの，概ね良

好な水準にある。授業評価アンケート結果からは，授業形態と内容の両面について学生から概ね

高い評価を受けており，適切な教育が行われていることが確認できる。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）厳正な成績評価のもと，学生が身に付けた学力や資質・能力については，9割近く

の学生が無理なく単位を修得した上で卒業しており，適切に学力を身に付けていることがうかが

える。学業成果に関する学生評価については，体系的に組まれたカリキュラムのもと，大多数の

卒業生が，卒業時点において必要な知識や能力を習得できたと感じており，教育内容についても

肯定的な評価が大方を占めている。 

【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）授業評価アンケートからは，「予習・復習」，「シラバスの参考度」及び「授業への

興味」の項目で良い結果を得ている。また，過去に実施した教育効果に関する在学生及び卒業生

アンケートでは，社会の様々な動きを見る力が養われた，プレゼンテーションの力が付いたとい

う意見が寄せられており，全体的に高い評価を受けている 

【学校教育学類】 

（水準）期待される水準にある。 
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（判断理由）学校教育学類の卒業生はすべて，小学校教諭一種免許状ならびに，中学校教諭一種

免許状もしくは特別支援学校教諭一種免許状に必要な単位を取得している。また，学生の講義へ

の出席率は高く，単位取得率も高い水準にある。この背景には，明確な目標のもとで，学生の学

習意欲を喚起する授業が行われていることがある。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）平成 30 年度の授業評価アンケート結果（データ 16）では，多くの項目で学域平均

を上回る評価を得ており，学類学生教育の成果が表れている。また平成 30 年度の成績分布（デ

ータ 12，13）によると，前後期とも不合格率は学域平均を下回り，学修の成果が上がっている

といえる。 

【国際学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）授業評価アンケート結果では，どの項目においても概ね良好な評価を得ており，中

でも「シラバスの参考度」「授業の理解度」「資料の適切度」「授業への興味」「知識・視野拡大」

で平均を上回っている。また，卒業生を対象に行ったアンケート結果からも，学類の授業に対す

る「全体的満足度」，「国際社会への理解の深まり」及び「学類で得た知識が社会で役立つと思う

か」の問いに対して，「大いに満足している」「満足している」と答えた卒業生の割合は 9割を超

えていて，これまでと同様に学類での学びに対して高い評価を得ている。 

 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了）後の進路の状況 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

 卒業者全体のうち進学者と就職者を合わせた進路決定者の比率は，平成 29 年度 96.7％から平

成 30 年度 94.5％に，就職希望者総数に対する就職決定者の比率を示す就職率は同 94.8％から

93.8％に変化したが引き続き高水準を維持している。就職・進学未希望者数は 7 人であった。ま

た，就職者に占める公務員の比率は平成 26 年度から 28 年度までの過去 3 年間は高い水準にあっ

た（33％→39％→36.8％）が，平成 29 年度は 23.4％と 4年前（平成 25 年度 23％）の水準まで減

少した。そして，平成 30 年度は 21.3％と同水準であった。このことは民間企業への就職者数が増

加したことを反映している。一方，就職決定者のうち 36.9％が県内に，53.3％が北陸三県に就職

し，東京は 16.4％であった。 

【法学類】 

データ 20 によれば，平成 30 年度に卒業した法学類生 164 人のうち，大学院等への進学者は 9

人，就職者は 137 人である。また，データ 18 によれば，平成 30 年度の卒業生全体では，民間企

業が 42%（70 人，就職者の 51%），公務員が 41%（67 人，就職者の 49%）であり，就職した卒業

生の約 5割が公務員となっている。就職先地域は 43%（59 人）が北陸三県内であり，次いで東京

が 19%（26 人），東海地方が 16%（22 人）となっている（データ 19）。 

【経済学類】 
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 経済学類では，公務員となる学生が最も多く，金融・保険がこれに続く。この傾向はこれまで

と変わっていない。地域別にみると，石川，富山，福井の北陸 3県に本社がある企業へ就職した

ものが全体の約 58.1％を占めており，北陸地域に対し多くの人材を供給している。その他では

東京と愛知への就職が目立つ。特に近年は，関東への就職数が増加している。また平成 30 年度

は 5人が大学院等に進学した。 

【学校教育学類】 

平成 30 年度では，就職者と進学者希望者に対する進路決定者の比率が 94％に至っており，学

生の多くが卒業後の進路にスムーズに移行していることが分かる。また，就職者の 59,7%が教員

になっていて，その大部分が石川県を中心とした北陸 3県で採用されており，北陸地域の中心的

な教員養成系学部としての責務を十分に果たしている。教員以外では，公務員や民間企業に採用

されている。 

【地域創造学類】 

平成 30 年度卒業生は，地域創造学類が学生を社会に送り出す 8期目となるが，公務員の割合

が 36.7％，企業への就職率が 63.2％となっており，民間への就職率が例年より高くなってい

る。地域別では，これまでに増して北陸 3県への就職者が多く，全体の 57.4％を占めている

が，東京・愛知・大阪の都市圏に就職する者は，全体の 23.5％で，前年度より増加している。3

人が大学院に進学するなど，進路未定者はいない。積極的なキャリア形成支援活動の成果が表れ

ている。 

【国際学類】 

平成 30 年度卒業生は国際学類の 8回目の卒業生であったが，大学院及び専門学校等進学者 4

人のほか，就職希望者 65 人中 62 人が就職し，卒業生の進路決定率は 95.4％と良好であった。

就職先については，他学類に比べて公務員が少なく一般企業への就職が多いのが特徴である。職

業別では事務従事者，販売従事者が多く，産業別では，どの分野にも満遍なく就職している。地

域別ではグローバル企業が多い東京での就職の比率が高いことも特徴と言える。就職状況のデー

タからは，国際学類生が多方面から求められている結果と判断される。 

 

【データ１７】＜職業別就職状況＞ （平成 30 年度卒） 人間社会学域 

職業 人文 法 経済 
学校教

育 
地域創造 国際 合計 比率 

情報処理関係 8 8 6 2 1 5 30 4.7 

専門・技術職 9 17 10 7 7 9 59 9.3 

事務従事者 52 84 97 16 47 22 318 50.2 

販売従事者 32 23 36 9 10 23 133 21.0 

サービス職業 2 1 0 2 1 1 7 1.1 

保安職業 1 4 1 0 0 0 6 0.9 

教員 11 0 0 55 0 1 67 10.6 

その他 7 0 3 1 2 1 14 2.2 
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【データ１８】＜産業別就職状況＞ （平成 30 年度卒） 人間社会学域 

職業 人文 法 経済 
学校教

育 
地域創造 国際 合計 比率 

公務員 26 67 47 5 25 5 175 27.6 

教員 11 0 0 55 0 1 67 10.6 

各種製造業 9 6 17 11 10 15 68 10.7 

情報通信業 15 9 11 3 6 10 54 8.5 

卸売・小売 14 9 12 1 2 3 41 6.5 

金融・保険 6 20 37 2 8 5 78 12.3 

サービス業 16 11 12 6 7 14 66 10.4 

教育・学習 

支援 
8 6 2 1 2 3 22 3.5 

その他 17 9 15 8 8 6 63 9.9 
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【データ１９】＜地域別就職状況＞ （平成 30 年度卒） 人間社会学域 

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 合計 比率 

石川 45 41 61 48 29 13 237 37.4 

富山 12 12 17 14 6 9 70 11.0 

福井 8 6 11 11 4 4 44 6.9 

東京 20 26 26 7 10 20 109 17.2 

新潟 2 3 5 1 3 0 14 2.2 

長野 6 6 5 1 0 0 18 2.8 

岐阜 5 3 3 0 0 0 11 1.7 

愛知 6 19 8 1 5 2 41 6.5 

大阪 4 5 4 2 1 5 21 3.3 

その他 14 16 13 7 10 9 69 10.9 

 

【データ２０】＜進学状況・就職者数＞ [平成 30 年度] 

学類 
卒業者

数 

進学希望者

数（A） 

大学・大学

院等進学者

数 

専門学校

等進学者

数 

就職希望

者数（B） 

就職者

数 

合計

（A+B） 

就職・進学 

未希望者数 

進路 

未定者 

その他 

（※） 

人文 146 8 8 1 130 122 138 5 2 

法 164 10 9 0 142 137 152 8 4 

経済 175 6 5 0 156 153 162 9 4 

学校 

教育 
102 3 3 0 98 92 101 0 1 

地域 

創造 
76 3 3 0 70 68 73 0 3 

国際 73 5 4 0 65 62 70 1 2 

計 736 35 32 1 661 634 696 23 16 

（※）研究生，アルバイト・パート（4），資格試験受験準備（3），帰国後就職活動，起業

（2），帰国，一時的な仕事（2），青年海外協力隊（2） 

 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

【人文学類】 

平成 30 年度の卒業生アンケートの回答率はおよそ 70％であったが，集計結果によれば，その

ほぼ全員（98％）が「全体として，金沢大学人文学類で学んだことに満足している」と回答して

いる。卒業生アンケート回答率はウェブ回答になって以降低下しており，その方法に改善が求め

られる。アンケート結果を項目別にみると，「幅広い教養や社会的常識を身につけることができた」

「自ら課題を発見し解決する能力を身につけることができた」「人間や社会のあり方を論理的に理
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解する能力を身につけることができた」などの項目が一貫して高い割合を示し，人文学類の学生

が人間的な総合力を身につけたことを示している。さらに，「今後の活動に必要な専門知識や技術

の基礎を身につけることができた」「様々な状況に対応するコミュニケーション能力を磨くことが

できた」「人間や社会の諸問題を，歴史的背景をふまえて把握する能力を身につけることができた」

という項目も 8 割を大きく超えてポジティブな評価を得ていることは，学生が人文学類の各専門

分野で学んだスキルが卒業後にも活かされると実感し，本学類におけるキャリア形成支援が一定

の効果を上げたことを示している。しかしその一方で「プレゼンテーションの能力を磨くことが

できた」に対する「そう思う」という回答が全体で 66％にとどまったことは今後の課題である。 

【法学類】 

平成 30 年度にアンケートは実施していないが，平成 25 年度に法学類および法学部の卒業生の

就職先である 267 の民間企業・官公庁に実施したアンケートでは，「適切な資料を収集し，まと

める」「他人の立場や考えを理解する」「妥当な根拠に基づいて論証する」などの項目において

「満足・推進」，「現状に満足」が「改善に期待」を上回っており，全般的にみて法学類の教育は

肯定的に受け止められているといえる。 

【経済学類】 

 平成 30 年度には就職先アンケートを実施していないが，平成 25 年度に，経済学類卒業生の就

職実績の高い 47 の企業等に卒業生のイメージに関するアンケートを実施した。回答数 20 とあま

り多くはないが，幅広い教養，専門知識および応用力，コミュニケーション能力や協調性等の点

で評価が高かった。社会的関心や語学力の点では若干の課題が見られたものの，概して企業等が

求める人材を輩出している状況が窺えた。 

【学校教育学類】 

 教員志望者の多くが，石川県および富山県・福井県を含む北陸三県で教員として採用されてお

り，本学類の卒業生に対する評価は高い。石川県教育委員会は，本学類の卒業生について，各教

育現場・学校現場でのリーダーを担っていく存在と高く評価している。学校現場に各種の学生ボ

ランティアとして参加している学生は真面目で熱心だと高く評価されており，ボランティアの派

遣要請が多い。 

【地域創造学類】 

平成 30 年度卒業生に実施した「卒業生アンケート」によれば，「地域を創造する力」を修得で

きたと思いますか？という問いに対して肯定的な回答（「よく習得できた」と「少し習得でき

た」の合計）が 94％と非常に高い値を示した。また地域課題の理念・目標や社会的責任の習

得，地域課題の現状理解や把握の習得，他者の声に耳を傾け自らの考えを的確に伝達するコミュ

ニケーション能力・コーディネーション能力の習得についても，9割以上が学修成果を「達成し

ている」(「十分に達成できた」と「ある程度達成できた」の合計)と回答し，多様な地域での学

びの成果を実感していることと理解できる。 

【国際学類】 

平成 30 年度は就職先アンケートを実施していないが，平成 30 年度卒業生へのアンケートによ

れば，「学類で得た知識が社会で役立つと思うか」との問いに対して，役立つとの回答が 96.3％

という高い数値を示している。6年前に初めて実施した卒業生の就職先へのアンケートの回答で

も国際学類卒業生の積極性，コミュニケーション能力，英語能力の高さが評価されており，今後
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も，卒業生の就職先へのアンケートを実施するなどして，その結果を学類での教育に活かしてい

きたい。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）平成 30 年度の就職率は前年度から引き続き高水準を維持しており,進路未決定者

数,就職・進学未希望者数が低水準にあることからも,進路・就職の状況は十分に期待される水準

にあると判断できる。こうした改善の背景には，社会経済の好調も一つの要因にあると考えられ

るが，平成 27 年度よりほぼ毎月開催している人文学類就職セミナーが学生の間に浸透し,多くの

学生が参加するようになった結果,進路に対する学生の意識が高まり,進路選択や就職活動に役立

っているものと考えられる。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）就職希望者の 97％が就職しており，平成 29 年度に引き続き，高い就職率を示して

いる。法学類では，１年時における大学社会生活論や地域概論での指導にはじまり，インターン

シップ制度の活用等を通じて種々の進路・就職支援を進めてきた。卒業生の進路・就職状況から

みて，法律学・政治学に関する専門的な知識の習得,現代社会における規範とその適用及び公共

的課題への取組みに関する総合的な判断力を習得した人材養成という法学類の教育目的に合致し

た教育成果や効果を達成していると言える。 

【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）就職希望者の 98.0％が就職しており，高い就職率を示している。他方，進学希望

者もほぼ全員が進学を果たしている。卒業生の多くは，公務員，金融・保険，サービス業，製造

業等の，いわゆる経済関係の企業に就職している。さらに，就職地域についても，北陸を中心と

しつつ，関東や中部等日本各地で活躍の場所を得ている。企業が求める幅広い教養，専門知識お

よび応用力，コミュニケーション能力や協調性を備えた人材を輩出している。 

【学校教育学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）卒業生のほぼ全員が就職または進学しており，就職者のうち，約 6割が教員となっ

ている。教員就職率は教員養成学部の中では中位程度であるが，教員養成系学部としての本学類

の教員養成学部としての役割は果たしていると言える。また現場の実践力と学問的知識の融合を

指向する本学類の取り組みは，学外の教育関係者から高い評価を得ている。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）平成 30 年度卒業生の就職希望者 70 人のうちの 68 人（97.1％）が就職した。大学

院進学希望者 3人は全員進学を果たし，就職・進学しなかった者も進路未定はいない。就職先と

して高い比率を占める公務員は，希望通りの就職がほぼできている。 

【国際学類】 

（水準）期待される水準にある。 



－1-31－ 

（判断理由）平成 30 年度卒業生の 96.3％が学類で得た知識は社会で役に立つと回答しており，

また，平成 30 年度卒業生の進路決定率は 95.4％と良好であった。特に就職状況のデータから

は，職業別，産業別で満遍なく就職しており，地域別ではグローバル企業が多い東京での就職者

が比率的に高く，とりわけ留学経験者の多い国際学類生の就職面での成果の現れとみており，国

際学類生が在学中に身につけた能力，資質が多方面から求められている結果と判断される。 
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教育に関する項目  

 

Ⅰ 教育学研究科の教育目的と特徴 

 

教育目的及び特徴 

専  攻 教 育 目 的 特   徴 

教育実践高度

化専攻 

 

 

教育科学と多様な専門科学を架橋する教育体

系のもとで，学校現場の教育課題に対応できる

高度な実践的指導力・応用力を持った教師の養

成に特化した教育を行う。そのために，現場を

積極的に活用し，学生の自発的な研究活動を支

援して，教育の理論的，実践的な力量を獲得さ

せる。 

・必修科目「教育実践基礎研究」

では，小中学校の授業参観と授

業者を交えた分析・考察を通し

て，授業に対する認識を広げる。

また，必修科目「教育実践応用研

究」では，学校研究に関するフィ

ールドワークを通して，学校研

究の諸過程に必要な認識を深め

る。 

・各コースの専門科目群では，理

論と実践を往還した実践的力量

をつけるため，学校教育，教科教

育，特別支援教育に関する学問

的成果と，関連する諸科学の知

見も含めた見識を獲得する。 

・修士論文もしくは修了研究報

告書の作成では，自らの課題意

識に即し，理論と実践とが結び

ついた，教育実践についての高

度に専門的な研究能力を涵養す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育学研究科 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況)  

本研究科では，専門領域間の相互浸透を念頭に学校現場における教育実践を学ぶ専攻として一

元化され，教員が専門分野の枠を越えて相互に緊密に連携・協力しながら大学院生の指導にあた

ってきた。専任教員は 49 人であり，教員免許課程認定審査基準に基づいた，専修免許状取得に適

切な組織編成をしている。本研究科は平成２７年度から学生募集を停止しているため，在籍学生

は 1名のみであり専任一人当たりの入学定員上の院生数は，0.02 人となっている。 

 

【データ１】＜配置教員数と学生数＞（平成 30 年 5 月現在） 

 
専任教員 

入学定員 
在籍者数 教員一人当たりの学生数

（Ｂ÷Ａ） Ａ Ｂ 

教育実践高度化専攻 49  1 0.02 

    

Ａ 専任教員数の内訳 

コース名 教授 准教授 計 

教育臨床 2 6 8 

カリキュラム研究 25 12 37 

特別支援教育 3 1 4 

計 30 19 49 

 

 

観点 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

学校教育学類のＦＤ活動と連携しつつ，本研究科の教育内容や教育方法の改善に取り組んでき

た。具体的には，院生へのアンケート調査，公開授業の実施，ＦＤカリキュラム研修会の実施な

どが挙げられた。本年度は，上で述べたように在籍学生は論文作成のみを残した 1 名であったた

め，特に本項目に関わる取組は行わなかった。 

 

【データ２】＜ＦＤの体制，内容・方法や実施状況＞〔平成 30 年度〕 

実施研究科 実施日 実施内容 対象者 

教育学研究

科 
            実施せず  

 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 
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（判断理由）専門領域間の相互浸透を高める柔軟な組織体制となっており，教育実践の力量形成

に重点を置いた研究・教育活動が営まれてきた。本年度は在籍学生が 1 名であるため，論文指導

以外の研究・教育活動は行われていないが，その長所を十分発揮し，研究授業の実施，公開授業

期間の導入，ＦＤカリキュラム研修会の開催等に取り組みつつ，教育内容，教育方法の改善を行

って来ており，それが一定の成果をあげてきた。 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況)  

専修免許状取得のための単位を修得できるように適切に授業科目が配置されている。平成 23 年

度に整備され，明確になった成績評価基準に基づき，厳格な成績評価を行ってきた。また，院生

一人に対し，主指導教員一人，副指導教員二人の指導体制をとり，研究課題に対応した履修指導

を実施していた。 

 

【データ３】＜教育課程の内容・構成＞修士課程 

専攻 

配当単位 

合計 全コース 

共通科目 

コース 

共通科目 

修了研究

科目 

選択科目 

コースの 

展開科目 

その他 

選択科目 

教育実践高度化

専攻 
4 単位 4 単位 8 単位 

16 単位以上(※20 単位以上) 
(所属コースで開講している「選択科目」を

中心に選択する。) 

32 単位以上 
(※36 単位以上) 

※特別支援教育コースの学部卒業進学者については，選択科目 20 単位，計 36 単位修得する。 

 

観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況)  

募集停止前の平成 27 年度までは一般入試のほかに，「現職教員特別入試」「社会人特別入試」「外

国人留学生特別入試」を設け，社会人や留学生の入学希望者のニーズに応えると同時に，受験方

法についての相談窓口も設けてきた。また，現職教員向けの「短期修業制度」，あるいは「長期履

修制度」もあり，勤務校の状況に応じた研究が可能となるような体制を整えていた。 

 

【データ４】＜他学域・他専攻等の履修可能科目の履修登録や単位修得状況＞ 

 教育実践高度化専攻 計 

３０ 

前期 

履修登録者数 0 0 

単位認定者数 0 0 

３０ 

後期 

履修登録者数 0 0 

単位認定者数 0 0 

単位認定者計 0 0 

【データ５】＜科目等履修生の状況＞ 

 教育実践高度化専攻 計 

３ ０

前期 

履修登録者数 0 0 

単位認定者数 0 0 

３０ 

後期 

履修登録者数 0 0 

単位認定者数 0 0 

単位認定者計 0 0 
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【データ６】＜留学プログラムの整備・実施状況＞〔平成 30 年度〕 

                       〔受入：平成 30 年 5 月 1日現在〕 

 教育実践高度化専攻 計 

受入 

正規生 0 0 

特別聴講学生 0 0 

研究生 0 0 

派遣 0 0 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）今年度，授業科目の開講はなかったが，カリキュラムとしては専修免許状取得のた

めの単位を修得できるように適切に授業科目を配置してきた。教師がもつべき高度な専門知識及

び深い見識の形成に加えて，それらを融合しつつ実践的な知識・技術を向上させるためのカリキ

ュラムとなっている。現職教員をはじめとする社会人が，働きながら研究に従事できるよう様々

な配慮を行ってきたほか，短期修業制度，長期履修制度，他研究科などの授業科目の履修などに

より状況に応じた研究が可能になるよう配慮をしてきた。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況)  

「教育科学と多様な専門科学を架橋する教育体系のもとで，学校現場の教育課題に対応できる

高度な実践的指導力・応用力を持った教師の養成に特化した教育を行う」というカリキュラムポ

リシーを踏まえ，実習，講義，演習とがバランスよく設置されている。また，学生がＴＡとして

学域学生の教育を補助しながら，専門科目の知見を深める機会も十分に保障されていた。 

 

【データ７】＜ＴＡ・ＲＡの採用状況＞（平成 30 年実績） 

 教育実践高度化専攻 計 

ＴＡ 0 0 

ＲＡ 0 0 

計 0 0 

 

【データ８】＜開設科目別の履修登録者数＞（平成 30 年度） 

 教育実践高度化専攻 計 

全コース共通科目 0 0 

コース共通科目 0 0 

コース専門科目 0 0 

その他 0 0 

計 0 0 

 

【データ９】＜主要授業科目への専任教員の配置＞ 

講義科目と演習系科目〔平成 30 年度〕 ※数字は授業科目数，（ ）は％ 全開設科目中の比率，

準専任教員等の担当科目含む。同一科目番号は１で計上 

 講義（概説・概

論） 

講義（各論） 演習 実習・実験 外国語演習 合計 

教育実践高

度化専攻 
0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 

 

観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況)  

本研究科では，今年度，授業が開講されなかったが，今までの授業は，すべて少人数で行われ

ており，院生が自分の考えや意見，研究成果を発表する機会が十分に保障されている。また，学

校現場をフィールドとした，「教育実践基礎研究」や「教育実践応用研究」が必修となっており，

実際の学校現場を観察しながらその特徴を抽出したり，そこに関与していったりという実践的な

学びをするなど，現場の実践知を主体的に獲得していくための条件が整備されていた。 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学校現場をフィールドとした実習を中心としつつ，講義と演習，実験・実習を組み

合わせることで，理論と実践を往復しながら，教育実践力を高める仕組みとなっている。講義の

ほとんどは少人数で，院生と教員との間の質疑応答等のコミュニケーションが十分に保障されて

いる。また学校現場をフィールドとした，アクションリサーチともいえる授業も必修となってお

り，院生の主体的な学習が促されてきた。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)  

 院生は履修単位を順調に取得しており，そのうちの大部分はＳ及びＡと評価されており，講義

内容が十分に習得されていることがわかる。平成 30 年度の修了生（平成 31 年 3 月時点）は 1 人

であり本年度の授業履修はないが（過年度生含む），修了時に専修免許状を取得しており，学校現

場での基幹的な教員となることが期待される。 

  

＜単位修得状況＞ 

【データ１０】＜成績分布：平成 30 年度前期分（1,2 年生）＞（数字は人数，（ ）は％） 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

教育実践高

度化専攻 
0 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 

合計 0 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 

 

【データ１１】＜成績分布：平成 30 年度後期分（1,2 年生）＞（数字は人数，（ ）は％） 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

教育実践高

度化専攻 
0 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 

合計 0 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 

 

【データ１２】＜修了状況（学位修得状況）＞ （平成 30 年度修了） 

専攻 教育実践高度化専攻 計 

入学者数(H29) 募集停止 0 

修了者（授与）数 0 0 

学位授与率 0% 0% 

 

【データ１３】＜資格取得状況＞ （平成 30 年度修了） 

 

 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)  

平成 30 年度は，授業が開講されておらず，修了者も 1名のみのため，この観点に関する調査は

行われていない。 

 

 

専攻 教育実践高度化専攻 計 

学芸員資格 0 0 

教育職員免許 1 1 
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 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

  本年度は，本研究科における授業履修者はおらず指標となるデータが存在しないため，水準

について判断するに至っていない。 
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業（修了）後の進路の状況 

(観点に係る状況)  

平成 30 年度の修了生は 1人のみであり，教員として就職した。高度な専門性を持った教員を養

成する機関として相応の役割を果たしているといえる。 

 

【データ１４】＜職業別就職状況＞ （平成 30 年度修了） 

職業 教育実践高度化専

攻 

比率 

情報処理関係 0 0.0 

専門・技術職 0 0.0 

事務従事者 0 0.0 

販売従事者 0 0.0 

サービス職業 0 0.0 

保安職業 0 0.0 

教員 1 100.0 

その他 0 0.0 

 

【データ１５】＜産業別就職状況＞ （平成 30 年度修了） 

職業 教育実践高度化専

攻 

比率 

公務員 0 0.0 

教員 1 100.0 

各種製造業 0 0.0 

情報通信業 0 0.0 

卸売・小売 0 0.0 

金融・保険 0 0.0 

サービス業 0 0.0 

教育・学習支援 0 0.0 

その他 0 0.0 
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【データ１６】＜地域別就職状況＞ （平成 30 年度修了） 

職業 教育実践高度化専

攻 

 比率 

石川 0  0.0 

富山 0  0.0 

福井 0  0.0 

東京 0  0.0 

新潟 0  0.0 

長野 0  0.0 

岐阜 0  0.0 

愛知 0  0.0 

大阪 0  0.0 

その他 1  100.0 

 

【データ１７】＜進学状況・就職者数＞（平成 30 年度修了） 

専攻 
修了者

数 

進学希望

者数 

（A） 

大学・大学

院等進学者

数 

専門学

校等進

学者数 

就職希望

者数 

（B） 

就職者

数 

希望者数

合計 

(A+B) 

就職・進学未希望者

数 

進路 

未定者 

その他 

（※） 

教育実践高度化専

攻 
1 0 0 0 1 1 1 0 0 

 

 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況)   

石川県教育委員会からは，本研究科の教員養成が，教育現場のニーズに応える積極的で新しい

試みとして高く評価されている。また，「教育実践基礎研究」「教育実践応用研究」については，

教育委員会からすぐれた授業担当者の紹介や院生の研究先の学校の紹介などで多大な協力を得て

おり，実践力を身につけた教員の養成をめざして一層の連携を深めてきた。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）平成 30 年度の修了生は 1 人であったが，教員として就職し，高度な専門性を持った

教員を養成する機関として十分な役割を果たしているといえる。石川県教育委員会をはじめ，関

係各機関からの評価も高く，本研究科の教育内容充実のための大きな協力が得られてきた。 
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教育に関する項目 
 

Ⅰ 人間社会環境研究科の教育研究上の目的と特徴 

 

各専攻における教育目的及び特徴 

専  攻 教育研究上の目的 特   徴 

人文学専攻 ・人文科学領域において博士後期課程
の基礎となる専門的な教育研究を行
い，独創性豊かな大学教員及び研究者
を目指す者を育成するとともに，専門
的実務能力を備えた高度専門職業人を
養成することを目的とする。 

・博士前期課程では，学士課程における
人文学類の教育・研究との接続を重視す
ると同時に，そこからの学際的な展開を
も視野に入れ，“学際総合型”，“専門深
化型”という二つのタイプのプログラム
を提供する。このプログラム方式では，
学生個々人の進路希望に即した多様な
選択が可能であり，指導教員もそれに合
わせた指導を行うことが特徴である。 

法学・政治学専攻 ・法学・政治学領域において博士後期
課程の基礎となる専門的な教育を行
い，独創性豊かな大学教員及び研究者
を目指す者を育成するとともに，専門
的実務能力を備えた高度専門職業人を
養成することを目的とする。 

・学士課程における法学類の教育との
接続を重視しつつ，専門性と学問性を備
えた幅広い職業人や博士後期課程進学
者を育成するための教育課程を実施す
る。 
・法学・政治学の基礎的・発展的知識の
習得，議論の能力を高めることを目的
に，専攻共通科目，教員による集団指導
である研究会科目等を含めた教育課程
となっている。 

経済学専攻 ・経済学領域において博士後期課程の
基礎となる専門的な教育研究を行い，
独創性豊かな大学教員及び研究者を目
指す者を育成するとともに，専門的実
務能力を備えた高度専門職業人を養成
することを目的とする。 

・効果的な修得を可能とするため，階層
的カリキュラム編成を行っている。大学
院教育の核となるコース専門科目とし
て，専門基礎科目としての性格をもつ
「特論」，応用科目としての性格をもつ
「演習」がある。発展的科目としては「特
別講義」を開講するとともに，他専攻等
の科目履修を位置づけている。大学院教
育の主眼と言える発展科目として，充実
した個人指導のための「論文指導Ⅰ・Ⅱ・
Ⅲ」と，それを補完し学際性総合性の追
求をめざす「プロジェクト研究」「総合
演習Ⅰ・Ⅱ」を配置している。 

地域創造学専攻 ・地域創造学専攻は，地域の特性に応
じて個別的な解決を導くことができる
「高度な地域創造力」を備えた専門職
業人の養成を目標とする。この専門職
業人とは，組織の一員として地域課題
解決に取り組むことができるばかりで
なく，リーダーシップ発揮によって組
織を牽引し，地域住民の実情と意見に
深く耳を傾け，関係組織・団体等と積極
的に連携・協働して，新たな地域課題の
把握と解決に取り組み，地域の持続発
展的な創造に寄与できる力量を持つ人
である。 

・高度な「地域創造力」を獲得するため
のカリキュラムを以下のとおり配置し
ている。 
1.専攻内を細分化せず，様々な分野の科
目を履修することができる学際的カリ
キュラム。 
2.地域創造学類の学士教育課程を発展
させた，高度な地域創造力を育成する質
の高いカリキュラム。 
3.国・地方自治体や企業・NPO 等が求め
る政策・企画立案能力を持った高度専門
職業人を養成するためのカリキュラム。 
4.地域社会に生起する諸問題の把握と
その解決を目指す複合的な教育研究に
対応した課題基盤型カリキュラム。  
5.地域創造力を専門的・学際的に学習す
る階層的なカリキュラム。  

人間社会環境研究科 
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6.社会人を対象とした長期在学及び短
期在学型のプログラムに対応した指導
体制。  
7.学際的複眼的な視野を持った人材を
育成するため，自専攻以外の専攻や他研
究科の授業科目受講を推奨。 

国際学専攻 ・社会のグローバル化が進む中で，実
践的な外国語運用能力を有し，国際社
会の諸問題や異文化への強い関心と専
門知識を備え，国際社会で活躍できる
人材，及び日本語による豊かなコミュ
ニケーション能力を有し，日本語・日本
文化及びその教授法に関する基礎知識
を備え，国際社会で活躍できる人材を
育成することを目的とする。 

・国際社会の諸問題に取り組む能力育
成のために，専攻共通科目に「基礎講義
Ⅰ～Ⅷ（2科目 2単位選択必修）」を導入
している。 

人間社会環境学
専攻 

・人間社会環境領域に関する総合性に
富んだ高度に専門的な教育研究を行
い，この領域において社会の一線で活
躍する大学教員，研究者及び高度専門
職業人を養成することを目的とする。 

・学位論文作成に向けて，学位論文指導
Ａ（1年次対象，原則として学術雑誌へ
の投稿論文 1本以上，及び学内公開の研
究報告会で 1 回以上発表と他の発表者
の報告 2 件に対して参加とコメントの
提出が義務付け）及び学位論文指導Ｂ（2
年次対象，学位論文指導Ａを修了した上
で，原則として学術雑誌への投稿論文 1
本以上，及び学内公開の研究報告会で 1
回以上発表と他の発表者の報告 2 件に
対して参加とコメントの提出が義務付
け）の 2つの段階を設定し，学位論文指
導Ａ，Ｂの修了をもって学生は学位論文
を提出する資格を得る仕組みを導入し
ている。 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況)  

 博士前期課程 5専攻の入学定員に比した在籍者数の状況では，国際学専攻で若干超過している

が，教員ひとり当たりの学生数には大きな影響はなく，教育体制として問題はないと判断する。

一方，法学・政治学専攻では在籍者数がやや定員数を満たしておらず，人文学専攻，経済学専

攻，地域創造学専攻ではわずかに満たない状況が見られる。その対策として留学生受け入れ増加

策等を進めている。この定員割れ傾向はここ数年連続して見られるので，増加の見込める留学生

の確保に力を入れるべく特別な入試方法の実施・検討を進めている。 

 博士後期課程は在籍者数が依然定員数を大きく超えているが，教員ひとり当たりの学生数は小

さく，教育体制として問題はない。入学者数の超過は抑制傾向にあり，在籍者数の超過はもっぱ

ら留年者・休学者の多さによることから，引き続き年次ごとの論文指導の徹底と，それを支援す

る研究報告会の開催や研究科紀要の発行，研究経費の競争的配分を実施するほか，休学に至るケ

ースの検証を進めている。 

 

【データ１】＜配置教員数と学生数＞（平成 30 年 5 月現在） 

博士前期課程 専任教員 

Ａ 
入学定員 

在籍者数 

Ｂ 

教員一人当たりの

学生数    

（Ｂ÷２÷Ａ） 

人文学専攻 52 23 43 0.41 

法学・政治学専攻 23 8 6 0.13 

経済学専攻 26 6 10 0.19 

地域創造学専攻 55 14 26 0.24 

国際学専攻 30 10 22 0.37 

（合 計）  186 61 107 0.29 

  

 

 

 

 

 

観点 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況)  

 ＦＤ研修会は 1 回行い，留学生に対する教育・研究指導，生活・就職支援について検討した。

留学生を支援する留学生コミッティの担当教員から留学生アンケートの結果について説明があり，

質疑応答・意見交換を行った。また，令和元年度以降は問題点を改善しつつ，引き続き留学生教

育に力をいれていくことを確認した。 

 

博士後期課程 専任教員 

Ａ 
入学定員 

在籍者数 

Ｂ 

教員一人当たりの

学生数    

（Ｂ÷３÷Ａ） 

人間社会環境学専攻 100 12 73 0.24 
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【データ２】＜ＦＤの体制，内容・方法や実施状況＞ 

実施専攻科 実施日 実施内容 対象者 

博士前期課程 

博士後期課程 

 

H31.1.21 

平成 30 年度人間社会環境研究科ＦＤ研修会            

「留学生の指導について」 

・本研究科における留学生指導の現状に関する情報共

有・意見交換 

 

人間社会環境

研究科 教員， 

職員 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）博士前期課程は平成 30 年度入試の結果，5 専攻合計の入学者が定員を 11 人下回っ

た。定員充足にやや届かない傾向はここ数年継続しており，特に留学生を対象としたプログラム

の拡充による入学者増を目指す方策の検討を進めている。博士後期課程の入学者数の定員超過率

は抑制傾向にある。定員充足のため，FD の成果を生かし留学生教育を充実させ，入学者増につな

げていくよう努めたい。 

  



－3-5－ 

分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況)  

 改組後の博士前期課程は，5 専攻それぞれが下記の表に見られるような固有のカリキュラムを

組んでいる。共通するのは大学院ＧＳ科目及び論文指導を必修とする点である。 

 博士後期課程は，学位論文指導Ａ（1年次対象，原則として学術雑誌への投稿論文 1本以上，学

内公開の研究報告会で 1 回以上の発表及び他の発表者の報告２件に対して参加・コメントの提出

を義務付け）及び学位論文指導Ｂ（2年次対象，学位論文指導Ａを修了した上で，原則として学術

雑誌への投稿論文 1 本以上，学内公開の研究報告会で 1 回以上の発表及び他の発表者の報告 2 件

に対して参加・コメントの提出を義務付け）の 2 つの段階を設定し，学位論文指導Ａ，Ｂの認定

をもって学生は学位論文を提出する資格を得るようにしている。 

 

【データ３】＜教育課程の内容・構成＞ 

博士前期課程  

 

配当単位 

合計 

大学院ＧＳ科目 専攻共通科目 選択専門科目 

その他 必修 

科目 

選択 

必修 

科目 

論文 

指導 

（必

修） 

その 

他 

コース 

中核 

科目 

専門 

基礎 

科目 

専門 

応用 

科目 

課題 

研究 

科目 

人文学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

６ 

単位 
  

所属するプロ

グラムからそ

れぞれ４単位

以上を含む 12

単位以上 

 

専攻内他プログ

ラム又は他専攻

の開講科目から

２単位以上 

30 単位 

以上 

法学・ 

政治学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

８ 

単位 
  

所属プログラ

ムの選択必修

科目から８単

位以上 

 
研究会科目から

４単位以上 

30 単位 

以上 

経済学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

６ 

単位 
 ４単位 

以上 

４ 

単位 

以上 

４ 

単位 

以上 

  30 単位 

以上 

地域 

創造学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

８ 

単位 

４ 

単位 

以上 

 

２ 

単位 

以上 

 
２ 

単位 

以上 

 30 単位 

以上 

国際学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

６ 

単位 

２ 

単位 
 

４ 

単位 

以上 

４ 

単位 

以上 

  30 単位 

以上 

博士後期課程 

専攻 

配当単位 

合計 選択専門科目 

講義科目 演習科目 

人間社会環境学専攻 

大学院 GS 科目
を含む 10 単位

以上 
6 単位以上 16 単位以上 
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観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況)  

 平成 30 年度の博士前期課程学生の他学域・他専攻科目の履修状況は，法学・政治学専攻を除く

各専攻で若干名の実績があった。科目等履修生の受け入れは，博士前期課程の人文学専攻と地域

創造学各専攻で実績があった。留学生の受け入れは正規生だけでもすべての専攻に見られ，その

数は博士前期課程・博士後期課程ともに学生全体の 4 割に及ぶ状況になっている。インターンシ

ップは人文学専攻で 1 名の実績があった。キャリア教育はこのインターンシップ科目以外には実

施していないが，平成 30 年 6 月に就職支援室長を招き院生向け就職ガイダンスを行った。 

【データ４】＜他学域・他専攻等の履修可能科目の履修登録や単位修得状況＞ 

 ３０前期 ３０後期  

履修登録者

数 

単位認定者

数 

履修登録者

数 

単位認定者

数 

単位認定者

計 

人文学専攻 2 2 1 1 3 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 

経済学専攻 5 4 0 0 4 

地域創造学専攻 5 5 4 4 9 

国際学専攻 1 1 0 0 1 

前期課程 計 13 12 5 5 17 

人間社会環境学専攻 1 1 0 0 1 

合 計 14 13 5 5 18 

 

【データ５】＜科目等履修生の状況＞ 

 ３０前期 ３０後期  

履修登録者

数 

単位認定者

数 

履修登録者

数 

単位認定者

数 

単位認定者

計 

人文学専攻 2 2 0 0 2 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 

経済学専攻 0 0 0 0 0 

地域創造学専攻 6 6 0 0 6 

国際学専攻 0 0 0 0 0 

前期課程 計 8 8 0 0 8 

人間社会環境学専攻 4 4 2 2 6 

合 計 12 12 2 2 14 
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【データ６】＜留学プログラムの整備・実施状況＞［平成 30 年度］（受入：平成 30 年 5月１日現在） 

 受入 派遣 

正規生 特別聴講学

生 

特別研究学

生 

研究生 

人文学専攻 15 2 0 4 14 

法学・政治学専攻 2 0 0 1 1 

経済学専攻 5 0 0 3 5 

地域創造学専攻 10 0 0 4 1 

国際学専攻 12 5 1 1 9 

前期課程 計 44 7 1 13 30 

人間社会環境学専攻 30 0 0 2 11 

合 計 74 7 1 15 41 

 

【データ７】＜インターンシップの実施状況＞  

博士前期課程 

実施専攻 実施期間 受講者数 実習先 

人文学 
 

H30.9.19-9.27 
1 

 

中国山西省高平市第一中学校 

 

博士後期課程は該当ありません 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）どの項目も若干名ながら各専攻に一定数が見られ，それぞれの需要を満たしている

ものと判断できる。就職支援室による就職ガイダンスは今後も継続していく予定である。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況)  

 TA の制度は前期課程・後期課程ともに活発に活用している。RA は後期課程において活発に活用

している。開設科目登録者数から，各専攻は授業を着実に開講している。ALA（アクティブ・ラー

ニング・アドバイザー）の活用事例はまだない。 

 

【データ８】＜ＴＡ・ＲＡの採用状況＞[平成 30 年度] 

 ＴＡ ＲＡ 計 

人文学専攻 17 0 17 

法学・政治学専攻 4 0 4 

経済学専攻 7 0 7 

地域創造学専攻 14 0 14 

国際学専攻 6 0 6 

前期課程 計 48 0 48 

人間社会環境学専攻 14 13 27 

合 計 62 13 75 

 

【データ９】＜開設科目別の履修登録者数＞ [平成 30 年度]  

 大学院ＧＳ科目 専攻共通科目 専 門 科

目 

その他※ 計 

人文学専攻 72 48 466 65 651 

法学・政治学専攻 9 29 31 8 77 

経済学専攻 9 19 102 17 147 

地域創造学専攻 52 76 301 14 443 

国際学専攻 38 34 205 24 301 

前期課程 計 180 206 1105 128 1619 

人間社会環境学専攻 13 0 221 0 234 

合 計 193 206 1326 128 1853 

※専門科目の他専攻生履修登録者，教職科目，学類専門科目及び共通教育科目履修登録者数の合計 

 

【データ１０】＜講義科目と演習系科目＞[平成 30 年度]（数字は授業科目数，（ ）は％） 

 講義（概説・概論） 講義（各論） 演習 実習・実験 外国語演習 合計 

大学院ＧＳ科目 7 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 7 

人文学専攻 22 (4.5) 204 (41.6) 229 (46.8) 31 (6.3) 4 (0.8) 490 

法学・政治学専攻 2 (0.9) 103 (44.4) 126 (54.3) 1 (0.4) 0 (0.0) 232 

経済学専攻 0 (0.0) 128 (49.4) 130 (50.2) 1 (0.4) 0 (0.0) 259 

地域創造学専攻 0 (0.0) 316 (76.4) 92 (22.2) 6 (1.4) 0 (0.0) 414 
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国際学専攻 0 (0.0) 112 (53.1) 97 (46.0) 2 (0.9) 0 (0.0) 211 

人間社会環境

学専攻 
0 (0.0) 207 (50.0) 207 (50.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 414 

 

観点 主体的な学習を促す取組 

 

(観点に係る状況)  

 博士前期・後期課程とも演習形式の少人数クラスが勉学の中心となり，そこでの個別的な指導

がコースワークの主体的な学習を促す主な手段となっている。また年次ごとの段階的学習の促し

に関しては，博士前期・後期課程とも年次ごとの論文指導認定がその役割を果たしている。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）演習形式の授業が着実に履修されており，少人数クラスでのきめ細かいコースワー

クの指導が実施されている。また制度的には年次ごとの論文指導認定による学習指導が機能して

おり，主体的な学習を促している。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)  

 成績分布は博士前期・後期各専攻ともＳおよびＡが大半を占め良好である。なお博士前期課程

に一定数見られる「不合格」のほとんどは「放棄」および「保留」である。 

 学位取得状況は地域創造学専攻と国際学専攻で若干低かったが，社会人学生や長期履修者が含

まれていることに原因がある。博士後期課程人間社会環境学専攻では 9 人の学位授与者を出し，

これは該当学年の入学者数 13 人の 69．2％に相当する数値で，前年度よりやや上昇した。修業年

限内の学位授与者は 6人であった。資格取得は前期課程で教職免許取得が 2名のみ見られた。 

 

【データ１１】＜成績分布：平成 30 年度前期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

博士前期課程 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

人文学専攻 
 

123 

 

95 

 

(35.3) 

 

145 

 

(53.9) 

 

25 

 

(9.3) 

 

3 

 

(1.1) 

 

1 

 

(0.4) 

 

269 

法学・政治学専

攻 

 

17 

 

16 

 

(94.1) 

 

1 

 

(5.9) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

17 

経済学専攻 
 

36 

 

28 

 

(50.0) 

 

26 

 

(46.4) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

2 

 

(3.6) 

 

56 

地域創造学専攻 
 

63 

 

43 

 

(24.6) 

 

112 

 

(64.0) 

 

18 

 

(10.3) 

 

2 

 

(1.1) 

 

0 

 

(0.0) 

 

175 

国際学専攻 
 

60 

 

67 

 

(53.1) 

 

53 

 

(42.1) 

 

6 

 

(4.8) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

126 

合計 
 

299 

 

249 

 

(38.7) 

 

337 

 

(52.4) 

 

49 

 

(7.6) 

 

5 

 

(0.8) 

 

3 

 

(0.5) 

 

643 

 

【データ１２】＜成績分布：平成 30 年度前期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

博士後期課程〔人間社会環境学専攻〕 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

人間社会環

境学専攻 

 

95 

 

62 

 

(45.9) 

 

69 

 

(51.1) 

 

2 

 

(1.5) 

 

2 

 

(1.5) 

 

0 

 

(0) 

 

135 

 

【データ１３】＜成績分布：平成 30 年度後期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

博士前期課程 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

人文学専攻 

 

118 

 

72 

 

 

(32.6) 

 

124 

 

 

(56.1) 

 

14 

 

 

(6.3) 

 

6 

 

(2.7) 

 

5 

 

 

(2.3) 

 

221 
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法学・政治学専

攻 

 

24 

 

15 

 

(62.5) 

 

9 

 

(37.5) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

24 

経済学専攻 
 

39 

 

20 

 

(43.5) 

 

23 

 

(50.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

3 

 

(6.5) 

 

0 

 

(0.0) 

 

46 

地域創造学専攻 
 

77 

 

70 

 

(40.2) 

 

87 

 

(50.1) 

 

11 

 

(6.3) 

 

3 

 

(1.7) 

 

3 

 

(1.7) 

 

174 

国際学専攻 
 

65 

 

73 

 

(65.2) 

 

37 

 

(33.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

2 

 

(1.8) 

 

112 

合計 
 

323 

 

250 

 

(43.3) 

 

280 

 

(48.6) 

 

25 

 

(4.3) 

 

12 

 

(2.1) 

 

10 

 

(1.7) 

 

577 

 

【データ１４】＜成績分布：平成 30 年度後期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

博士後期課程〔人間社会環境学専攻〕 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

人間社会環境

学専攻 

 

65 

 

47 

 

(56.6) 

 

36 

 

(43.4) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0) 

 

83 

 

【データ１５】＜修了状況（学位修得状況）＞ （平成 30 年度修了） 

*入学者数は，平成２９年度４月入学者のみ，１０月入学者は含まない。 

* 修了者（授与）者数は，平成２９年度４月入学者の修了状況で，平成３０年４月入学の短期在学型の学生は含まない。  

博士前期課程                

専攻 人文学専攻 法学・政治学専攻 経済学専攻 地域創造学専攻 国際学専攻 計 

入学者数 17 1 7 7 9 41 

修了者(授与)数 13 1 7 4 6 31 

学位授与率 76.5％ 100.0％ 100.0% 57.1% 66.7% 75.6% 

 

博士後期課程〔人間社会環境学専攻〕  

  平成 30 年度 

学位授与率算出基準年度の 
14 

入学者数 ※1 

学位（博士）授与数 
9 

（各年度 3.31 現在） 

  
うち，標準修業年限内 

6 
（各年度 3.31 現在） 

学位授与率 
64.3% 

（各年度 3.31 現在）※2 

  
うち，標準修業年限内 

42.9% 
（各年度 3.31 現在） 

※1 学位授与率算出の際の基準年度の入学者数は，当該年度末から 3年前の入学者数を記入。 
※2 学位授与率は，当該年度の課程博士授与数を標準修業年限前（年度末から 3年前）の入学者

数で割った数値。      
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【データ１６】＜資格取得状況＞（数字は人数）（平成 30 年度修了） 

 学芸員資格 教育職員免許 計 

人文学専攻 0 1 1 

法学・政治学専攻 0 0 0 

経済学専攻 0 0 0 

地域創造学専攻 0 1 1 

国際学専攻 0 0 0 

前期課程 計 0 2 2 

人間社会環境学専攻 0 0 0 

合 計 0 2 2 

 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)  

 博士前期課程および後期課程学生に対して，学位記伝達式において授業や研究指導や研究成果

について聞くアンケートを実施しており，その集計からは，用意された科目や指導のあり方，研

究環境等への満足度で総じて高い評価が得られている。また年 1 回（5 月）開催の院生懇談会で

も，授業や研究指導内容に関する根本的な不満や要望は出ていない。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学生対象のアンケートからは高い満足度を示す回答が得られている。年 1 回開催し

ている院生懇談会でも目立った不満や要求は聞かれないことから，勉学環境に関する一定の満足

度がうかがえる。 
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業（修了）後の進路の状況 

(観点に係る状況)  

 就職先については，職業別では，前期課程は事務従事者が多く，次いで教員，技術専門職，販

売従事者等が若干名見られる。産業別では，前期課程は教員，各種製造業，公務員がやや多い。

前期課程の後期課程進学者数は修了者数のおよそ 1 割である。博士後期課程修了者の就職先は教

員，教育・学習支援が若干名いる。就職の地域別では，前期課程，後期課程とも石川他北陸 3県，

東京方面に就職している。 

 

【データ１７】＜職業別就職状況＞ （平成 30 年度修了） 

 情 報 処 理

関係 

専門・技術

職 

事 務 従 事

者 

販 売 従 事

者 

サ ー ビ ス

職業 

保安職業 教員 その他 

人文学専攻 1 2 2 1 0 0 2 1 

法学・政治学専攻 0 0 2 0 0 0 0 0 

経済学専攻 0 0 1 0 0 0 0 1 

地域創造学専攻 0 0 2 1 0 0 1 0 

国際学専攻 0 0 3 0 0 0 0 0 

前期課程 計 1 2 10 2 0 0 3 2 

人間社会環境学

専攻 
0 0 1 0 0 0 2 1 

合 計 1 2 11 2 0 0 5 3 

 

【データ１８】＜産業別就職状況＞ （平成 30 年度修了） 

 公務員 教員 各 種 製

造業 

情 報 通

信業 

卸売・小

売 

金融・保

険 

サ ー ビ

ス業 

教育・学

習支援 

その他 

人文学専攻 1 2 2 0 0 0 1 1 2 

法学・政治学専攻 2 0 0 0 0 0 0 0 0 

経済学専攻 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

地域創造学専攻 0 1 0 0 2 0 1 0 0 

国際学専攻 0 0 2 0 0 0 0 0 1 

前期課程 計 3 3 4 0 2 1 2 1 4 

人間社会環境学専攻 0 2 0 0 0 0 0 2 0 

合 計 3 5 4 0 2 1 2 3 4 
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【データ１９】＜地域別就職状況＞（平成 30 年度修了） 

 石川 富山 福井 東京 新潟 長野 岐阜 愛知 大阪 その他 

人文学専攻 2 1 1 1 0 0 0 1 0 3 

法学・政治学専攻 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

経済学専攻 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

地域創造学専攻 1 0 0 1 0 0 0 0 0 2 

国際学専攻 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

前期課程 計 7 1 2 3 0 0 0 1 0 6 

人間社会環境学専攻 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

合 計 9 1 2 3 0 0 0 1 0 8 

 

【データ２０】＜進学状況・就職者数＞ （平成 30 年度修了） 

専攻 
修了

者数 

進学希望

者数 

（A） 

大学・大

学院等進

学者数 

専門学

校等進

学者数 

就職希

望者数 

（B） 

就職

者数 

希望者数

合計 

(A+B) 

就職・進学未希望者

数 

進路 

未定者 

その他 

（※） 

人文学専攻 18 3 1 0 10 9 13 4 1 

法学・政治学 専攻 3 0 0 0 2 2 2 1 0 

経済学専攻 7 3 2 0 2 2 5 2 0 

地域創造学専攻 5 0 0 0 4 4 4 1 0 

国際学専攻 9 3 1 0 4 3 7 2 0 

前期課程 計 42 9 4 0 22 20 31 10 1 

人間社会環境学専攻 11 1 1 0 4 4 5 6 0 

計 53 10 5 0 26 24 36 16 1 

（※）帰国 

 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況)  

 関係者からのアンケート等は前期・後期課程とも実施していない。 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）就職・進学とも着実に実現されている。 
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教育に関する項目  

 

Ⅰ 教職実践研究科の教育目的と特徴 

 

教育目的及び特徴 

専  攻 教 育 目 的 特   徴 

教職実践高度

化専攻 

 

 

地域の特性や教育課題を踏まえ，学校教育に関

する高度の学識及び実践力・応用力を備え，特

に子どもたちの主体的・能動的な学習をデザイ

ンし支援できるリーダー的役割を果たしうる

優れた教員（新人教員や若手・中堅教員），並び

に地域や家庭と連携しつつ学校管理運営にお

いて指導的役割を果たしうる中核教員の養成

に特化した教育を行う。 

・共通科目及び総合科目（必修科

目）では，教職実践の本質に迫る

理論と実践について協働的な学

び合いを通して多角的な視点か

ら分析・考察し，複雑で多様な教

育課題に対する認識を広げる。 

・コース科目では，基礎理論とそ

の発展及び事例の検討を通し

て，理論と実践を往還する実践

的力量を培う。 

・学校実習では，１年次には全学

校種の教育課程を展開する附属

学校園において，また 2 年次に

は通年で連携協力校において実

践的指導力を養う。 

・修了報告書の作成では，自らの

研究課題に即し，教職実践につ

いての専門的な分析，検証，解決

力を涵養する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教職実践研究科 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況)  

本研究科では，理論と実践を往還した学びの深化を目指す専門職大学院として，専任の教員は

研究実践に基盤を置いてきた研究者教員と，教育実践に基盤を置いてきた実務家教員（特任教授

及び准教授）とで構成されている。専任教員は総員 14 人（うち，学類兼担 2人，みなし教員 5人）

であり，専任一人当たりの入学定員上の院生数は 1.14 であり，きめ細かな研究指導が可能となっ

ている。学校実習に関しても，学校実習運営委員会及び学校実習運営協議会を設置し，学校実習

の企画・運営や指導・支援に関し，附属学校園，県教育委員会，連携協力校の校長等との円滑な

連携体制を構築している。 

 

【データ１】＜配置教員数と学生数＞（平成 30 年 5 月現在） 

 
専任教員 

入学定員 
在籍者数 教員一人当たりの学生数

（Ｂ÷2÷Ａ） Ａ Ｂ 

教職実践高度化専攻 14 15 32 1.14 

  

Ａ 専任教員数の内訳 

コース名 教授 准教授 講師・助教 計 

学習デザイン 8 1 0 9 

学校マネジメント 4 1 0 5 

計 12 2 0 14 

 

 

観点 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

教務・FD 委員会を組織し，カリキュラム研究チームと連携しながら，教務上の調整改善に取り

組んできた。FD 活動としては，前期・後期に院生へのアンケート調査（中間，期末）を行い，そ

の分析・検討を踏まえて研究科運営や授業改善に反映できるようにするとともに，年度末には「FD

活動報告書」として年間の活動実績をまとめるようにした。 

 

【データ２】＜ＦＤの体制，内容・方法や実施状況＞〔平成 30 年度〕 

実施研究科 実施日 実施内容 対象者 

教職実践研

究科 

 

① 4～3 月 

② H30.4.4 

 

① 教務・FD 委員会（計 18 回） 

② FD 研修会 

 学校教育学類と合同実施の FD 研究授業・研修会

を行った。 

教職員 
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 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）専任教員の研究歴や実践歴を考慮した研究科の運営体制となっており，院生への教

育・研究指導，さらには学校教育学類・附属学校園や県教育委員会・連携協力校との連携・協働

などについて教員間の円滑な情報共有が図れている。FD 活動については教務・FD 委員会を月に

２回程度開催し，また年２回学生によるアンケートを実施し，院生の声をくみ取りつつ研究科運

営や授業改善に生かす仕組みについて構築できている。 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況)  

理論と実践の往還をコンセプトとして，大学での講義のみならず学校での実習にも多くの単位

数を充てることによって，確かな教育理論と優れた実践力・応用力を備えた教員養成に取り組ん

でいる。講義及び実習はいずれも研究者教員と実務家教員による複数の共同担当で行っており，

また院生指導にあっても同様に複数教員による指導体制を採っており，院生個々の研究課題に対

応した履修指導を実施している。 

 

【データ３】＜教育課程の内容・構成＞専門職学位課程 

専攻 

配当単位 

合計 
共通科目 総合科目 コース科目 学校実習科目 

教職実践高度化

専攻 
20 単位以上 8 単位 8 単位以上 10 単位 46 単位以上 

 

観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況)  

入学者は，学士課程卒の教員免許状取得者，あるいは所定の経験年数を経た現職の教員である。

出願資格要件や心身に障がいのある場合など，入学説明会や事前相談窓口を設けて対応している。

また，長期履修制度や大学院設置基準第 14 条に定める教育方法の特例措置，他学域や他大学院の

履修への対応措置などを備えている。学士課程卒の学生には将来の志望に即した研究指導や学校

実習が可能となるように，また現職教員には勤務校の状況に応じた研究遂行が可能となるように，

県市町の教育委員会と連携しつつ個々の学生のニーズに応じた教育体制を整えている。 

 

【データ４】＜他学域・他専攻等の履修可能科目の履修登録や単位修得状況＞ 

 教職実践高度化専攻 計 

３０ 

前期 

履修登録者数 1 1 

単位認定者数 1 1 

３０ 

後期 

履修登録者数 0 0 

単位認定者数 0 0 

単位認定者計 1 1 
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【データ５】＜科目等履修生の状況＞ 

※教職実践研究科では科目等履修生を受け入れていない。 

 教職実践高度化専攻 計 

３０ 

前期 

履修登録者数 - - 

単位認定者数 - - 

３０ 

後期 

履修登録者数 - - 

単位認定者数 - - 

単位認定者計 - - 

 

【データ６】＜留学プログラムの整備・実施状況＞〔平成 30 年度〕 

 〔受入：平成 30 年 5 月 1日現在〕 

 教職実践高度化専攻 計 

受入 

正規生 0 0 

特別聴講学生 0 0 

研究生 0 0 

派遣 10 10 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）専修免許状取得（特別支援学校を除く）のための単位を修得できるように適切に授

業科目を配置している。特に教職実践知の交流拠点を目指して，異なる地域や校種での経験を重

ねてきた院生が相互に交流し学びを深め，また県市町の教育委員会や教育現場との連携協力を積

極的に展開することによって複眼的な視点を身に付けることができるようなカリキュラム構成を

工夫している。加えて，グローバルな視点に立って教育課題を検討するために，院生が海外研修

プログラムに積極的に参加している。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況)  

教職大学院制度に共通する 5 領域から成る「共通科目」に加えて，各コース独自の専門性を追

求する「コース科目」を基軸としながら，「学校実習科目」において学校での実践参画へと拡大・

深化させ，「総合科目」で全体的な理論と実践の往還を図ることとする。このような全体のカリキ

ュラム構成によって講義と演習，実習をバランスよく構成している。また，すべての授業科目に

おいて複数の教員が協働して担当する体制をとっており，多様な視点から探求考察し，知見を深

めていくことができるよう工夫している。 

カリキュラム内容の面では，事例分析，学校視察や関係者との意見交換などを多彩に織り込ん

で，幼児教育から初等中等教育までの全ての学校種の現状や県内外の教育現実など，教員として

のステップアップを目指す上で認識しておくべき「生きた情報」に触れる機会を提供できるよう

工夫している。 

 

【データ７】＜ＴＡ・ＲＡの採用状況＞（平成 30 年実績） 

 教職実践高度化専攻 計 

ＴＡ 4 4 

ＲＡ 0 0 

計 4 4 

 

【データ８】＜開設科目別の履修登録者数＞（平成 30 年度） 

 教育実践高度化専攻 計 

共通科目 163 163 

総合科目 64 64 

コース科目 68 68 

学校実習科目 32 32 

計 327 327 

 

【データ９】＜主要授業科目への専任教員の配置＞ 

講義科目と演習系科目〔平成 30〕 ※数字は授業科目数，（ ）は％ 全開設科目中の比率，準専

任教員等の担当科目含む。同一科目番号は１で計上 

 講義 講義＋演習 演習 実習 計 

教職実践高

度化専攻 
3（10％） 20（67％） 4（13％） 3（10％） 30 

 

観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況)  

 2 学年合同の総合科目，またコース科目や一部の選択科目を除き，ほぼすべての授業が 1 学年
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16 人全員の少人数で行われており，アクティブ・ラーニングによる授業展開を基本として，院生

が相互に学び合いながら，教職実践について考えを深め，各自が探求する研究課題をめぐり意見

交換する機会が十分に保障されている。 

また，全ての授業科目において授業時間ごとに修得したことや課題とする点などを振り返りな

がらまとめることができるように，「省察シート」を開発活用し，教員がコメントを添えて返却す

る共通実践を展開している。思考力や表現力を鍛えつつ，各自の学びの様相を点検することに役

立つと同時に，院生に対して主体的な学びを促す支援や指導に，さらには学びの変容を跡づけで

きるポートフォリオ評価としても役立つ取組となっている。 

さらに，学校実習では本学が独自に開発した「Web 実習ノート」を活用し，院生が日々の実習に

おいて省察した課題を記録し，それに対して研究科担当教員が随時指導・助言を行うシステムが

構築されている。このシステムは，講義のみならず学校実習においても主体的な学びを促すとと

もに学びの変容も跡づける役割を果たし，大学での授業と実習校での実践の総合を促進する上で

有望な仕組みとなっている。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学校現場をフィールドとした学校実習の円滑な遂行を目指して，教職実践諸領域の

講義と演習を適切に組み合わせることで，理論と実践の往還をコンセプトとして教職に求められ

る実践的な指導力を向上させていく形態になっている。授業は全て少人数のアクティブ・ラーニ

ングとして取り組んでおり，院生同士の学び合い，院生と教員との間の双方向のコミュニケーシ

ョンが十分に保障されている。また，多種多様な学校の現実について，院生の在籍する，あるい

は志望する学校種に限らず，幼児教育段階から初等中等教育段階までの全ての学校種の現状や課

題について知見を深める学習機会が提供され，多様な視点を修得できるような工夫がなされてい

る。また，授業で身に着けた資質・能力が学校実習においても適切に生かされていることを形成

的に評価できるようになっている。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)  

 いずれの院生も履修単位を順調に取得しており，しかも成績分布状況から見ても高い水準でそ

れぞれの授業内容を修得していることがわかる。長期履修制度を利用する１名を除く全員が修了

し，また専修免許を取得しており，本研究科の達成目標である学校教育に関する高度の学識及び

実践力や応用力を修得し，修了時に専修免許状を取得した上で学校現場における基幹的な教員と

なることが大いに見込まれる。 

  

 

＜単位修得状況＞ 

【データ１０】＜成績分布：平成 30 年度前期分（1,2 年生）＞（数字は人数，（ ）は％） 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

教職実践高

度化専攻 
13 16 (11.4) 100 (71.4) 21 (15.0) 3 (2.1) 0 (0.0) 140 

合計 13 16 (11.4) 100 (71.4) 21 (15.0) 3 (2.1) 0 (0.0) 140 

 

【データ１１】＜成績分布：平成 30 年度後期分（1,2 年生）＞（数字は人数，（ ）は％） 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

教職実践高

度化専攻 
15 32 (17.4) 138 (75.0) 13 (7.1) 1 (1.0) 0 (0.0) 184 

合計 15 32 (17.4) 138 (75.0) 13 (7.1) 1 (1.0) 0 (0.0) 184 

 

【データ１２】＜修了状況（学位修得状況）＞ （平成 30 年度修了） 

専攻 教職実践高度化専攻 計 

入学者数(H29) 16 16 

修了者（授与）数 15 15 

学位授与率 93.8% 93.8% 

 

【データ１３】＜資格取得状況＞ （平成 30 年度修了） 

 

 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)  

平成 30 年度には前期，後期それぞれに中間，期末の院生アンケートを実施し，院生による授業

の評価や要望について教員間で共有し，院生に対する必要な対処を適時適切に行っている。また，

年度末には研究科長による院生の個別ヒアリングを行い，院生の自己評価や研究科への満足度に

専攻 教職実践高度化専攻 計 

教育職員免許 15 15 
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ついて聴き取る機会を設けている。総じて，１年次の学生からは，広い視野を持った教職実践指

導への自信が培われてきたこと，また 2 年次における連携協力校での学校実習や研究実践への展

望がもてるようになってきたことなど，有意義な成果が得られたことの評価を得ている。２年次

の学生からは，連携協力校での学校実習を通して各自の教職実践課題について充実した研究を実

施することができたこと，さらに，年度末での公開のフォーラムにおいて県市町の教育委員会の

指導主事や学校長等の関係者からも良好な評価を受けることができたことなど，教職大学院にお

いて高度な専門的知見を得られたとの評価を得ている。 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）１年次の学生では，学卒院生と現職教員がそれぞれの経験や関心を土台として，協

働的に学び合い，また研究科教員にあってもそれぞれの研究歴や実務歴を活かして院生へ多様に

働きかけることによって，学習をデザインできる，また学校をマネジメントできる実践的指導力

を育成する点について満足度の高い成果が得られつつある。２年次の学生では，学卒院生と現職

教員が，ペアリングを基本として，連携協力校において個々の研究課題に即して充実した学校実

習に取り組んでおり，研究科の実習指導教員が随時連携協力校を訪問し，実習担当教員とともに

院生の研究に指導・助言を受けることで質の高い修了研究を遂行することができ，満足度の高い

成果を得ている。  
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業（修了）後の進路の状況 

(観点に係る状況)  

平成 30 年度に第２期生の現職派遣教員 10 名，学卒院生 5名，計 15 名が修了をした。現職派遣

の教員 10 名は１名が市町教育委員会の指導主事となり，残り９名は学校現場に戻り，大学院での

研究を活かしつつ教務主任や研究主任等の責任ある仕事に携わっている。学卒院生 5 名のうち４

名が教員に就職しており，うち３名が正規，１名が非常勤講師である。 

 

【データ１４】＜職業別就職状況＞ （平成 30 年度修了） 

職業 教職実践高度化専

攻 

比率 

情報処理関係 0 0.0  

専門・技術職 0 0.0  

事務従事者 0 0.0  

販売従事者 0 0.0  

サービス職業 0 0.0  

保安職業 0 0.0  

教員 14 100.0  

その他 0 0.0  

 

【データ１５】＜産業別就職状況＞ （平成 30 年度修了） 

職業 教職実践高度化専

攻 

比率 

公務員 0 0.0  

教員 14 100.0  

各種製造業 0 0.0  

情報通信業 0 0.0  

卸売・小売 0 0.0  

金融・保険 0 0.0  

サービス業 0 0.0  

教育・学習支援 0 0.0  

その他 0 0.0  
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【データ１６】＜地域別就職状況＞ （平成 30 年度修了） 

職業 教職実践高度化専

攻 

比率 

石川 13 92.9  

富山 1 7.1  

福井 0 0.0  

東京 0 0.0  

新潟 0 0.0  

長野 0 0.0  

岐阜 0 0.0  

愛知 0 0.0  

大阪 0 0.0  

その他(和歌山) 0 0.0  

 

【データ１７】＜進学状況・就職者数＞（平成 30 年度修了） 

専攻 修了者

数 

進学希望

者数 

（A） 

大学・大学

院等進学者

数 

専門学

校等進

学者数 

就職希望

者数 

（B） 

就職者

数 

希望者数

合計 

(A+B) 

就職・進

学未希望

者数 

教職実践高度化専

攻 
15 0 0 0 15 14 15 0 

 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況)   

教職大学院全般に関しては，県教育委員会との間で教職大学院運営部会を設置しており，この

部会において県教育委員会からの評価を受ける機会を設けており，総じて良好な評価を受けてい

る。本研究科では，平成30年３月に第一期生である15名が修了し，その活動状況や成果について

把握するため，平成30年12月に修了生の勤務先管理職や教育委員会に対して，修了生の勤務校等

における研究課題等の実践や職場・地域における貢献等について聞き取り調査を実施し，現職教

員についてはリーダー性を発揮していること，学卒修了生については即戦力として高い次元での

力量を持っているとの評価を得ている。さらに，平成30年度末には教育課程連携協議会を設置

し，教育委員会関係者に加えて，学校関係者，地域の企業関係者等を含めた外部評価機能を充実

することにしている。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）平成 30 年度は長期履修制度を利用する１名を除く全員が修了し，現職派遣教員は教

育委員会の指導主事，勤務校の教務主任や研究主任等の責任ある仕事に携わっている。学卒院生

は教員採用試験の準備をする１名を除く全員が教員に就職している。関係者の評価に関しては，

教職大学院全体としての運営や個別の授業や実習に関して評価を得る機会を設けており，概ね良

好な評価を受けている。加えて，現職を派遣し，学卒院生を受け入れている連携協力校からもヒ
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アリングを受ける体制が構築されており，すべての連携協力校より良好な評価を受けている。特

に，修了生の評価については，勤務先の管理職や教育委員会に対して個別に聞き取り調査を行い，

現職及び学卒修了生ともに高い評価を得ている。 
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